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書類作成上の留意点 

１－１．老人福祉施設整備事業補助協議書の提出について 〈例〉  

 

 

 

平成  令和６年○月○○日 

 

東京都知事 殿 

 

 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

社会福祉法人○○会    

理事長 ○○ ○○    

 

 

令和６年度老人福祉施設整備事業（大規模改修）補助協議書の提出について 

 

 

標記の件について、下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 法人名 

社会福祉法人○○会 

 

２ 施設名 

特別養護老人ホーム○○○苑 

 

 ３ 施設種別及び規模 

特別養護老人ホーム・従来型８０床 

  併設ショートステイ・従来型５床 

 

 ４ 所在地 

 東京都○○市○○一丁目１番１号 

 

５ 提出資料 

① 令和６年度老人福祉施設整備事業協議書 

② その他関係資料 

記入例 

該当する整備区分名（大規模

改修・多床室のプライバシー保

護のための改修・看取り対応改

修・増床型改修・ユニット化改

修・共生型改修）を記入するこ

と。 

複数種目で同時申請する場合

は、（例）「大規模改修及び多床

室のプライバシー保護のための

改修」と記入すること。 

住所・法人名・代表者名は印鑑証明書の記載と

合わせること（省略しない）。 

＜例＞ 

○：東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

×：東京都新宿区西新宿２－８－１ 

※途中で変更があった際には、連絡すること。 

第２回で提出する場合は、翌年度

事業（令和７年度）として提出するこ

と。（全添付資料共通） 
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１－２．老人福祉施設整備事業（耐震改修経費）補助協議書の提出について 〈例〉  

 

 

 

平成  令和６年○月○○日 

 

東京都知事 殿 

 

 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

社会福祉法人○○会    

理事長 ○○ ○○   

 

 

令和６年度社会福祉施設等耐震化促進事業（耐震改修経費） 

補助協議書の提出について 

 

 

標記の件について、下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 法人名 

社会福祉法人○○会 

 

２ 施設名 

特別養護老人ホーム○○○苑 

 

 ３ 施設種別及び規模 

特別養護老人ホーム・従来型８０床 

  併設ショートステイ・従来型５床 

 

 ４ 所在地 

 東京都○○市○○一丁目１番１号 

 

５ 提出資料 

① 令和６年度社会福祉施設等耐震化促進事業（耐震改修経費）協議書 

② その他関係資料 

記入例 住所・法人名・代表者名は印鑑証明書の記載と

合わせること（省略しない）。 

＜例＞ 

○：東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

×：東京都新宿区西新宿２－８－１ 

※途中で変更があった際には、連絡すること。 

第２回で提出する場合は、翌年度

事業（令和７年度）として提出するこ

と。（全添付資料共通） 
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Ａ 計画の概要・スケジュール等                    

２．老人福祉施設・介護保険施設等事業概要（例） 

 

■社会福祉法人 □区市町村

□医療法人 □その他（ ）

■大規模改修 □看取り対応改修

■多床室のプライバシー保護のための改修

■増床型改修 □ユニット化改修

□共生型改修 □耐震改修

■特別養護老人ホーム 定員 80人 従来型

■併設ショートステイ 定員 10人 従来型

□養護老人ホーム 定員

□その他（　　　　　　　　　　　） 定員

認知症高齢者グループホーム 定員 18人 2ﾕﾆｯﾄ

標準デイ

フリガナ 電話

氏　名 FAX

職　名 E-mail

フリガナ 電話

会社名 FAX

担当者氏名

フリガナ 電話

会社名 FAX

担当者氏名

施設種別 定員 備　考

特養 75人 法人本部

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 □有 ■無

2,000.00㎡

内示： 令和○□年11月

地上： 4 階

地下： 1 階 着工： 令和○※年２月

一部5階建て

完了： 令和○※年12月

出来高 令和○□年度 20％

（予定） 令和○※年度 80％

（無の場合）今後の届出予定

【看取り対応改修の場合】
看取り介護加算届出の有無

□有　　□無

　　令和　年　月　日

敷地面積（㎡） 建物構造 スケジュール

延
床
面
積

(

㎡

)

全体
鉄筋コンクリート造

補助対象
床面積

4,500.00㎡

その他 1,500.00㎡
（工事期間：　年11ヶ月）

フリガナ フクシ　イチロウ
(45歳)

管理者（施設長）氏名 福祉　一郎

法人
本部

所在地

6,000.00㎡

現在の主な
施設・事業所

他道府県
分も記載

㈱××設計

××　××

東都ホーム

フリガナ

法人の担当者 東京　次郎

トウトカイ

コンサル業者

平成１０年１月１日　設立

施設整備種別

－

××セッケイ

併設施設及び事業
（必要に応じて行を追加）

フリガナ

対象補助事業

老人福祉施設整備事業/社会福祉施設等耐震化促進事業概要
（改修費補助）

法
　
　
　
人
　
　
　
の
　
　
　
概
　
　
　
要

整備施設名

法　人　名

連絡先

（最寄駅：××線「××」駅下車、バス×分「×
×」停留所）

設計会社

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

ＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

×－××＠×××.ne.jp

０３－５３２０－４２６５トウキョウ　ジロウ

社会福祉法人　東都会

東都ホーム事務長

連絡先

連絡先 ＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ

０３－５３８８－１３９１

所在地

東都の郷 東京都新宿区西新宿２－８－１

整備
計画地
住所

東京都××区××一丁目１番１号

名　称

トウトホーム

－

－

床面積を要しない「事業」も含む

「有」の場合、「協議書の提出について」の４（６）を参照

「有」の場合、「協議書の提出について」の４（６）を参照

提出時点の年齢

上記以外の耐震改修補助対象事業所

□欄のあるものは、該当する項目を■
に塗りつぶすこと
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３．改修スケジュール（例） 

 

 

都 法人

R○.6 ・内示

R○.7～

・入札公表
・現場説明
・借入金申込
・工事仕様確定　等

R○.10
・入札
・契約締結

R○.11
・交付決定

・交付申請

R○.12

R×.1

R×.2

R×.3

R×.4
・出来高検査
・額の確定 ・実績報告

R×.5 ・補助金支払 ・工事代金支払

R×.6

R×.7 ・内示（継続分）

R×.8 ・交付決定 ・交付申請

R×.9

R×.10

R×.11
・完了検査

・工事完了
・実績報告

R×.12 ・補助金支払 ・工事代金支払

補助金事務に関する手続き

※上記の記載例は、あくまで参考例となります。各施設にて実施する工事において、利用者や施設運営に与える影響を考慮して、
スケジュールを検討してください。

内示以降の改修スケジュール（6月内示）

外壁・防
水工事

内装工
事

空調
工事

排水
工事

電気設備
工事

工事スケジュール
時期

内示後に、入札手続きを開始し、契約までの間約３か月程度を
要する。それを踏まえて、工事スケジュールを検討すること。
※内示前の、入札・契約・着工は不可

3
階

2
階

1
階

外
壁
補
修

屋
上
防
水

２か年事業の場合、着工年度の出
来高は１％以上計上すること。満
たない場合、交付決定取消しもあ
る。

バ
ル
コ
ニ
ー
防
水

内示の際に、内示後の事務手
続きの説明会を実施（入札手

続き及び補助申請事務等）

工事完了後、10日以内に実績報
告を行うこと。

施設内の工事を行う場合は、改修の順序（どのフロアか
ら実施するのか）がわかるように作成すること。

工事項目ごとに作成すること（記載例
であるため、適宜必要な工事項目を記
載し作成すること。）。
工事スケジュールについては、別紙と
してもかまわない。

3
階
浴
室

厨
房

2
階

1
階

3
階

3
階

2
階

1
階

2
階
浴
室
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記載例 

４．当該施設における過去の補助事業の一覧 
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５．改修内容一覧（別紙：整備を必要とする理由及び工事中における利用者の処遇について） 

単なる設備機器の交換、外壁調査、フィルター・ダクト・壁・床等の各種清掃など、工事を伴わ

ないものは補助対象外とする。（P.60「55．工事見積書参照」） 

※不足する場合は、行を追加して記載すること。 

※一覧表はＡ４サイズ１枚に収めること。なお、別紙は１枚以上になっても差し支えない。
改
修
内
容
一
覧

 

 

工
事
種
別

 
該
当
す
る
具
体
的
工
事
名

 
該
当

 

な
ら
○

 
該
当
す
る
具
体
的
工
事
名

 
該
当

 

な
ら
○

 
該
当
す
る
具
体
的
工
事
名

 
該
当

 

な
ら
○

 

A
.外
壁
工
事

 
a
.タ
イ
ル
の
補
修

 
○

 
b
.ク
ラ
ッ
ク
の
補
修

 
○

 
c
.外
壁
塗
装
更
新

 
○

 

d
.シ
ー
ル
更
新

 
 

e
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

f.
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

B
.防
水
工
事

 
a
.屋
上
防
水

 
○

 
b
.バ
ル
コ
ニ
ー
防
水

 
○

 
c
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

C
.内
装
工
事

 
a
.居
室
等
の
壁
・
床
等
の
更
新

 
 

b
.共
有
部
等
の
壁
・
床
等
の
更
新

 
 

c
.プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
改
修

 
 

d
.看
取
り
対
応
改
修

 
 

e
.共
生
型
改
修

 
 

f.
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

g
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
h

.（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）
 

 
i.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

D
.電
気
工
事

 
a
.照
明
設
備
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化

 
○

 
b
.施
設
内
通
信
設
備
の
更
新

 
 

c
.防
災
設
備
の
導
入
・
更
新

 
 

d
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
e
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

f.
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

E
.空
調
工
事

 
a
.空
調
熱
源
の
更
新

 
 

b
.空
調
配
管
・
空
調
設
備
の
更
新

 
○

 
c
.換
気
設
備
の
更
新

 
 

d
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
e
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

f.
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

F
.給
排
水
工
事

 
a
.給
水
設
備
の
更
新

 
 

b
.給
湯
設
備
の
更
新

 
 

c
.衛
生
設
備
の
更
新

 
○

 

d
.排
水
設
備
の
更
新

 
 

e
.消
火
設
備
の
更
新

 
 

f.
（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

G
.昇
降
機
工
事

 
a
.エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
更
新

 
○

 
b
.ダ
ム
ウ
ェ
ー
タ
ー
の
更
新

 
 

c
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

H
.そ
の
他
工
事

 
a
.用
途
変
更
の
た
め
の
室
の
改
修

 
 

b
.ス
ロ
ー
プ
設
置

 
 

c
.厨
房
設
備
の
更
新

 
 

d
.耐
震
改
修

 
 

e
.セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
工
事

 
 

f.
（
脱
硫
装
置
の
撤
去

 
 

 
 

 
）

 
○

 

I.増
床
型
改
修

 
a
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
b
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
c
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

J
.ユ
ニ
ッ
ト
化

改
修

 
a
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
b
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）
 

 
c
.（

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
）

 
 

該
当

す
る

も
の

す
べ

て
に

○
 

該
当

す
る

工
事

が
な

い
場

合
は

追
加
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整
備
を
必
要
と
す
る
理
由
及
び
工
事
期
間
に
お
け
る
利
用
者
へ
の
処
遇
に
つ
い
て

 

工
事
種
別

 
改
修
箇
所

 
改
修
理
由

 
改
修
方
法

 
利
用
者
処
遇
に
係
る
課
題

 
利
用
者
処
遇
へ
の
配
慮

 

Ａ
.外
壁
工

事
 

      B
.防
水
工

事
 

    C
.内
装
工

事
 

       

Ａ
-a

, 
b
, 
d
 

外
壁
工
事

 

      B
-a

, 
b
 

屋
上
・
バ
ル
コ
ニ
ー
防

水
 

   C
-a

 

各
居
室
の
壁
・
床
等
の

更
新

 

      

外
壁
タ
イ
ル
の
浮
き
、
ク
ラ
ッ

ク
、
シ
ー
ル
劣
化
が
進
ん
で
い

る
た
め
。

 

     屋
上
及
び
各
階
バ
ル
コ
ニ
ー
の

経
年
劣
化
が
進
ん
で
お
り
、
建

物
内
部
へ
の
雨
水
等
の
侵
入
の

可
能
性
が
あ
る
た
め
。

 

  各
居
室
の
天
井
・
壁
・
床
が
経

年
劣
化
（
壁
ク
ロ
ス
の
剥
が

れ
、
天
井
の
汚
れ
等
）
し
て
い

る
た
め
。

 

     

タ
イ
ル
、
外
壁
ク
ラ
ッ
ク
の
補

修
、
シ
ー
リ
ン
グ
の
更
新
を
実

施
す
る

 

     下
地
補
修
を
行
い
、
塗
膜
防
水

を
施
工
す
る
。

 

    床
：
長
尺
塩
ビ
シ
ー
ト
張
替
、

巾
木
交
換
を
行
う
。

 

壁
：
ク
ロ
ス
張
替
を
行
う
。

 

天
井
：
天
井
塗
装
を
行
う
。

 

１
部
屋
あ
た
り
の
工
事
期
間

 

居
室
工
事
期
間

 
 
２
日

 

   

・
工
事
作
業
中
の
騒
音
や
臭
い
へ

の
配
慮
が
必
要
と
な
る
。

 

 ・
足
場
が
出
来
る
た
め
、
利
用
者

の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
へ
配
慮
す
る
必

要
が
あ
る
。

 

  ・
工
事
作
業
中
の
騒
音
や
臭
い
へ

の
配
慮
が
必
要
と
な
る
。

 

    工
事
期
間
中
は
、
居
室
が
使
用
で

き
な
く
な
る
。

 

       

・
作
業
音
を
極
力
抑
え
、
低
臭
の

塗
料
を
使
用
す
る
。

 

 ・
工
事
作
業
中
は
、
窓
や
カ
ー
テ

ン
を
閉
め
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
確
保

を
行
う
。

 

  ・
作
業
音
を
極
力
抑
え
、
低
臭
の

塗
料
を
使
用
す
る
。

 

    工
事
期
間
中
は
、
併
設
の
シ
ョ
ー

ト
を
一
時
的
に
停
止
し
、
仮
の
居

室
と
し
て
利
用
し
て
も
ら
う
。

 

      

・「
改

修
内
容

一
覧
」

に
お
け
る

工
事
種

別
及
び

該

当
す
る
具

体
的
工

事
名

の
記
号
を

使
用
す

る
こ
と

。
 

・
改
修
箇

所
は
工

事
内
容

に
よ
り

具
体
的

に
記
載

 

利
用
者
処

遇
に
つ

い
て
は

、
具
体

的

に
記
載
す

る
こ
と

。
 記
入
例

 

「
改
修
内

容
一
覧

」
に
お

け

る
工
事
種

別
を
記

入
 

利
用

者
へ

の
影

響
（

居
室

や
食

堂
な

ど
の

共
有

部
）

や
、

施
設

運
営

に
影

響

（
厨
房
、
浴
室
等

）
が

あ
る
工
事

に
つ
い

て
は
、
１
か
所

あ
た
り

の
工
事

期
間

を
記
載
す

る
こ
と

 

改
修
内
容
一
覧
別
紙
 

利
用
者
や

施
設
運

営
に
与

え
る
影

響
・
課

題
を

洗
い
出
し

た
う
え

で
、
記

載
す
る

こ
と
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 工
事
種
別

 
改
修
箇
所

 
改
修
理
由

 
改
修
方
法

 
利
用
者
処
遇
に
係
る
課
題

 
利
用
者
処
遇
へ
の
配
慮

 

E
.空
調
工

事
 

 

E
-b

. 

空
調
設
備
の
取
り
替
え

 

使
用
開
始
か
ら
２
０
年
が
経
過

し
て
い
る
た
め
空
調
設
備
が
老

朽
化
し
、
当
初
メ
ー
カ
ー
が
設

定
し
た
基
本
性
能
が
維
持
で
き

て
い
な
い
状
況
で
あ
る
が
、
修

理
部
品
も
生
産
終
了
し
て
い
る

た
め
、
新
し
い
も
の
に
更
新
す

る
。

 

新
し
い
空
調
設
備
に
交
換
す

る
。

 

１
か
所
あ
た
り
の
工
事
期
間

 

居
室
工
事
期
間

 
 
１
日

 

共
有
部
工
事
期
間

 
４
日

 

・
工
事
期
間
中
は
、
居
室
、
脱
衣

室
、
厨
房
な
ど
の
使
用
が
で
き
な

く
な
る
。

 

            ・
工
事
期
間
中
は
、
工
事
箇
所
周

辺
の
移
動
が
制
限
さ
れ
る
。

 

・
空
調
の
使
用
頻
度
が
少
な
い
〇

〇
月
か
ら
〇
〇
月
の
間
に
実
施
す

る
。

 

・
居
室
の
工
事
作
業
中
は
、
食

堂
・
多
目
的
ホ
ー
ル
等
に
移
動
し

て
も
ら
う
。

 

・
各
居
室
の
工
事
は

1
 日

で
完
了

し
、
夜
間
は
利
用
者
が
居
室
に
戻

れ
る
よ
う
に
す
る
。

 

・
浴
室
内
の
工
事
は
入
浴
を
し
な

い
日
に
実
施
す
る
。

 

・
厨
房
工
事
時
は
、
配
食
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
す
る
。
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

の
配
膳
室
を
利
用
し
て
盛
り
付
け

等
を
行
う
。

 

 ・
施
設
内
の
工
事
で
は
工
事
箇
所

に
監
視
員
を
配
置
し
、
利
用
者
が

安
全
に
通
行
で
き
る
よ
う
に
配
慮

す
る
。

 

上
記

の
記

載
例

は
、
あ

く
ま
で

参
考

例
と

な
り

ま
す
。
各
施

設
に

て
実

施
す

る
工
事

に
お

い
て

、
利

用
者

や
施

設
運
営

に
与

え
る

影
響

や
課
題

を
十

分
に

検
討

し
た

上
で
、
ど
の

よ
う

な
配

慮
策

を
実

施
す

る
か

を
具

体
的

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

 

 
利

用
者
へ

の
影
響
（
居

室
や
食
堂

な
ど
の

共
有
部

）
や

、
施

設
運

営

に
影
響
（
厨

房
、
浴
室

等
）
が
あ

る
場
合

は
、
課
題

に
挙
げ
、
配

慮

策
を
記
載

す
る
こ

と
。
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６．ユニット化改修（増床型改修）の内容 （下記 記載例参照） 

ユニット化改修の場所ごとに現状・改修内容等について記入すること。 

過去に認められていたユニット型個室的多床室（壁と天井との間に隙間が空いた個室）は、令和

３年度の制度改正により新設が禁止された。ユニット化改修に当たっては、壁と天井との間に隙間

が生じることは認められない。 

 

改　修　場　所　　・　現　状 改　修　内　容

■多床室からユニット型への改修

　(1) ３階　４人室１室 　(1) ４人室を個室２室に改修

  (2) ３階　医務・看護室   (2) 個室２室に改修

　(3) １階　霊安室 　(3) 霊安室の一部を医務･看護室に改修

■従来型（非ユニット型）の個室からユニット型

　 への改修

  (1) ２階　スタッフステーション、個室１室   (1) 共同生活室に改修

　(2) ２階　霊安室 　(2) 個室１室に改修　

　(3) １階　倉庫 　(3) 霊安室に改修

   ユニット化改修 （増床型改修）の 内 容　　　　　　　　　　　　　　　　（記載例）

 

 



-11- 

７．事業に伴う利用者等の移動計画 （下記 記載例参照） 

 (1) 既存施設の解体、新施設の仮使用、仮施設の使用等を図を用いて説明すること。 

(2) 想定日数の根拠を記載すること。 

例）Ａ棟からＢ棟への○○名移動計画（延べ○○日 予備日含む） 

    １人の移動時間・・・平均○時間  １日最大○名移動 

(3) 計画について、「３ 改修スケジュール」に反映すること。 

(4) 移動の補助体制を具体的に記載すること。 

 

  

①　現況

入所 80 渡り廊下 入所 60 入所 40

ｼｮｰﾄ 4

入所 80 ＋ 入所 100 ＝ 入所　180
ｼｮｰﾄ 4 ＝ ｼｮｰﾄ　4

②　令和○○年○月

入所 39 入所 82 渡り廊下 入所 60
（延べ○○日　予備日含む）

ｼｮｰﾄ 4 ・１人の移動時間・・・平均○時間

・１日最大○名移動
39 1

＋ 入所 60 ＝ 入所　181
＝ ｼｮｰﾄ　4

③　令和○○年○月
（延べ○○日　予備日含む）

入所 35 入所 82 渡り廊下 入所 72 ・１人の移動時間・・・平均○時間
・１日最大○名移動

ｼｮｰﾄ 4 ｼｮｰﾄ 4 ⇒仮設医務室等設置

入所 117 ＋ 入所 72 ＝ 入所　189
ｼｮｰﾄ 8 ＝ ｼｮｰﾄ　8

④　令和○○年○月

入所 35 入所 82 渡り廊下 入所 72 ⇒仮設医務室等撤去

ｼｮｰﾄ 4 ｼｮｰﾄ 4

入所 117 ＋ 入所 72 ＝ 入所　189
ｼｮｰﾄ 8 ＝ ｼｮｰﾄ　8

・ご利用者の身体への負担を考え、細心の注意を払い引越しを実施します。
・ご利用者の移動距離は最短になるように、事前に綿密な計画を立てます。
・ご利用者の移動前に、給食関係・入浴など日常生活の準備、共用部の備品の搬入を行います。
・利用者１人に対し職員○人が付き添います。（ご利用者に付き添う職員○名、荷物を整理する職員○名）
・移動期間中は、職員を○名増員体制とします。（常勤スタッフ対応）

（解体）

渡り廊下

各棟からユニット棟へ移動（事前に希望調査を行う）

増築棟 既存棟 ﾕﾆｯﾄ棟

　移動の補助体制について

・「各棟」から「ユニット棟」への○
○名移動計画

・「各棟」から「ユニット棟」への○
○名移動計画

　食事は「増築棟・既存
棟」から車輌で搬入

　食事は既存棟から渡り廊
下を通して搬入

（解体）

入所　121
ｼｮｰﾄ　4　

既存棟

事業に伴う利用者等の移動計画

増築棟

ﾕﾆｯﾄ棟増築棟 東棟

入居者の引越し計画等

（記載例）

西棟の40人は特養Ａ棟に移動

既存棟 東棟 西棟

既存棟 東棟 西棟
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８．共生型改修計画書 （下記 記載例参照） 
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９～１１までは同一の理事会であれば、重複しての議事録提出は不要。 

９．理事会の議事録（写）〔整備事業計画関係〕 

(1) 改修について、理事会にてその必要性等審査し、決定すること。 

(2) 各理事の質疑など発言内容や、決定の経過がわかる詳細な議事録を作成し、写しを提

出すること。 

 

１０．理事会の議事録（写）〔自己資金及び寄附金関係〕  

(1) 自己資金確認書類、寄附者（寄附団体）に関する確認書類は、理事会で内容の審査・

決定を受けること。 

(2) 各理事の発言内容が分かる詳細な議事録を作成し、写しを提出すること。 

 

１１．理事会の議事録（写）〔設計事務所選定基準・選定理由関係〕 

(1) 設計事務所の選定について各理事の発言内容が分かる詳細な理事会議事録を作成し、

写しを提出すること。 

(2) 特に、設計事務所と随意契約をする場合は、随意契約をする理由及び設計事務所選定

理由について理事会により承認を得ていることが確認できること。 
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１２．整備計画に関する意見書（例）  

 

整備計画に関する意見書 

１ 改修計画の概要 

法 人 名 社会福祉法人 ○○会  

施 設 名 特別養護老人ホーム○○○苑 

計 画 地 ○○市△△町一丁目２番３号 ※正確な町名地番を記載 

計 画 内 容 

（施設種別） 

（定員 ） 等 

整備区分 

■大規模改修    □看取り対応改修 

■多床室のプライバシー保護のための改修 

■増床型改修    □ユニット化改修 

□共生型改修    □耐震改修 

※当該整備計画の内容を下記の【例示】にしたがって記載 

【例示】 

・特別養護老人ホーム（ユニット型） 改修箇所、改修理由 

・特別養護老人ホーム（従来型）  

・老人短期入所事業(併設ショート) 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・ その他区市町村交付金事業、補助対象外事業についても記入するこ

と 

２ 整備計画に対する意見等 ※当該整備計画に対する意見を下記の視点で記載 

整備の必要性 

 

経過年数、老朽度、利用者への影響等改修が必要な状況について 

 

記載例 

該当する整備区分を選択すること。 
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助 成 内 容 

① 区市町村の助成内容の詳細 

 ・根拠となる条例、要綱等に基づく助成内容 

など 

法人・施設の 

適 格 性 

① 資金計画 

 ・資金計画内訳（補助金、借入金、寄付など）の妥当性 

 ・借入金がある場合には償還計画の確実性 

  ※現在の負債状況、償還状況等も勘案して記載 

  

② 関係係法令の遵守 

 ・建築基準法（建ぺい・容積率など）、消防法、まちづくり条例等に

定められた基準との適合性 

・老人福祉法（居室の床面積、共同生活室の面積など）、介護保険法

等に定められた施設基準との適合性 

など 

３ 意見欄 

※当該整備計画に対する区市町村の総括意見を記載すること 

 

東京都知事 殿 

 

                        令和○○年○○月○○日 

  

                     ○○区（市町村）長 △△△△公 印 
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１３．従来型整備に関する意見書（例） 

従来型整備に関する意見書 

１ 整備計画の概要 

法 人 名 社会福祉法人 ○○○  

施 設 名 特別養護老人ホーム○○ 

計 画 地 ○○区○○町一丁目１２３番４ 

施 設 種 別 特別養護老人ホーム 

整 備 種 別 増床型改修 

定 員 特養８０人（うちユニット型６０人・従来型２０人）併設ショート１０

人（ユニット型１０人） 

２ 地域における特別な事情 

 

下記の視点で記載してください。 

 ・施設における低所得者及び生活保護受給者の割合等 

 ・ユニット型に改築等した場合、退所せざるを得ない利用者の人数 

 ・土地形状又は地積により、ユニット型では定員を維持することが困難 

 ・ユニット型特養は、将来的にどの程度必要か（特養総定員に占める割合等） など 

 ※これらの状況を裏づけるデータをできる限り添付すること 

 

３ 従来型を認める合理的な理由 

下記の視点で記載してください。 

 ・多床室を整備したとしても、施設整備や運営方法の工夫により、プライバシー保護

やケアの質の確保がなされる予定か 

 ・今後の整備計画と整合性がとれるか                  など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都知事 殿 

                          令和○○年○○月○○日 

  

                   ○○○区（市町村）長 △△△△△公 印 

 

定員は、総定員とユニット

型・従来型定員を記載する 

特養整備はユニット型を基本とするが、地域における特別な事情があり、合理的な

理由がある場合は、この限りではないとしている。（施設整備基本指針（資料№１）より） 

従来型を整備する場合には、実証データとともに詳細な説明をすること。 

従来型からの改築等により多床室を整備する場合でも、できる限りユニット型の整備

を含めること。 

記載例 
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Ｂ 補助金の算出関係                         

１４．事業費・資金調達内訳等一覧表（全整備区分計） 

複数整備区分で申請している場合は、各整備区分についても作成すること。（様式は次頁） 

同時整備がある場合は、同時整備案件分も作成すること。 

事業費・資金調達内訳等一覧表（全整備区分計）

自己資金合計 充当可能自己資金

170,714,000円≦ 1,590,575,826円

法人名：○○会 施設名：△△苑

合計 特養・ショート
認知症高齢者

グループホーム
標準デイ

5,400.00㎡ 4,500.00㎡ 400.00㎡ 500.00㎡

385,484,000 347,407,499 16,922,888 21,153,613

19,000,000 17,333,333 740,740 925,927

備品 1,000,000 800,000 100,000 100,000

405,484,000 365,540,832 17,763,628 22,179,540

16,800,000 14,000,000 1,244,444 1,555,556

422,284,000 379,540,832 19,008,072 23,735,096

210,570,000 210,570,000 0 350,000,000 560,570,000

0 0 0 0 0 0

40,000,000 33,333,333 2,962,963 3,703,704 150,000,000 190,000,000

0 0 0 0 0 0

法人自己資金 153,914,000 120,637,499 14,800,665 18,475,836 100,000,000 253,914,000

移行時特別積立預金 0 0 0 0 0 0

寄附金（東京太郎） 1,000,000 1,000,000 0 0 0 1,000,000

計 154,914,000 121,637,499 14,800,665 18,475,836 100,000,000 254,914,000

405,484,000 365,540,832 17,763,628 22,179,540 600,000,000 1,005,484,000

法人自己資金 16,800,000 14,000,000 1,244,444 1,555,556 50,000,000 66,800,000

寄附金（寄附者氏名） 0 0 0 0 0 0

16,800,000 14,000,000 1,244,444 1,555,556 50,000,000 66,800,000

422,284,000 379,540,832 19,008,072 23,735,096 650,000,000 1,072,284,000

東京都補助金 210,570,000 210,570,000 0 0 350,000,000 560,570,000

区市町村補助金 0 0 0 0 0 0

補　助　金　計 210,570,000 210,570,000 0 0 350,000,000 560,570,000

福祉医療機構借入金 40,000,000 33,333,333 2,962,963 3,703,704 150,000,000 190,000,000

協調融資 0 0 0 0 0 0

借　入　金　計 40,000,000 33,333,333 2,962,963 3,703,704 150,000,000 190,000,000

法人自己資金 170,714,000 134,637,499 16,045,109 20,031,392 150,000,000 320,714,000

移行時特別積立預金 0 0 0 0 0 0

寄附金（寄附者氏名） 1,000,000 1,000,000 0 0 0 1,000,000

自 己 資 金 計 171,714,000 135,637,499 16,045,109 20,031,392 150,000,000 321,714,000

３　借入比率算出表

借入予定額（Ａ） 40,000,000 33,333,333 2,962,963 3,703,704 150,000,000 190,000,000

償還補助額（Ｂ） 0 0 0

資金総額（＝事業費合計額）（Ｃ） 422,284,000 650,000,000 1,072,284,000

借入比率（Ｄ＝（Ａ－Ｂ）／Ｃ） 9.47% 23.08% 17.72%

延床面積

他の
整備計画

全事業の
合計

２
　
資
金
調
達
内
訳

自己資金

自己資金

小　　　計

整備費

借入金内訳（再掲）

１
　
事
業
費 法人事務費

協調融資

福祉医療機構借入金

合　　　　　　　　　計

工事事務費

工事請負費

自己資金内訳（再掲）

計

合　　　　　　　　　計

法人事務費

小　　　計

整備費

補助金内訳（再掲）

東京都補助金

区市町村補助金

工事請負費と工事事務費の事
業費按分は、「18面積・事業費

按分表」と一致させること。

法人事務費として必要な額を用
意すること。「15法人事務費内訳」
から転記すること。

寄附者が複数いる場合、欄を増やして
寄附者ごとに記載すること。

移行時特別積立預金を有する場合

原則、移行時特別積立預金を整備費

に全額充当すること。

記入例「16充当可能自己資金チェック

シート」で算出した金額を記入
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１４．事業費・資金調達内訳等一覧表（各整備区分） 

事業費・資金調達内訳等一覧表（各整備区分）

法人名：○○会 施設名：△△苑 種目名：大規模改修

合計 特養・ショート
認知症高齢者

グループホーム
標準デイ

5,400.00㎡ 4,500.00㎡ 400.00㎡ 500.00㎡

228,459,000 190,382,499 16,922,888 21,153,613

10,000,000 8,333,333 740,740 925,927

備品 100,000 80,000 10,000 10,000

238,559,000 198,795,832 17,673,628 22,089,540 0 0

775,000 750,000 16,667 8,333

239,334,000 199,545,832 17,690,295 22,097,873 0 0

78,765,000 78,765,000 0 0

0

20,000,000 16,666,667 1,481,481 1,851,852

法人自己資金 139,294,000 112,950,833 11,708,074 14,635,093

移行時特別積立預金 0

寄附金（東京太郎） 500,000 500,000

計 139,794,000 113,450,833 11,708,074 14,635,093 0 0

238,559,000 208,882,500 13,189,555 16,486,945 0 0

法人自己資金 775,000 750,000 16,667 8,333

寄附金（寄附者氏名） 0

775,000 750,000 16,667 8,333 0 0

239,334,000 209,632,500 13,206,222 16,495,278 0 0

東京都補助金 78,765,000 78,765,000 0 0 0 0

区市町村補助金 0 0 0 0 0 0

補　助　金　計 78,765,000 78,765,000 0 0 0 0

福祉医療機構借入金 20,000,000 16,666,667 1,481,481 1,851,852 0 0

協調融資 0 0 0 0 0 0

借　入　金　計 20,000,000 16,666,667 1,481,481 1,851,852 0 0

法人自己資金 140,069,000 113,700,833 11,724,741 14,643,426 0 0

移行時特別積立預金 0 0 0 0 0 0

寄附金（寄附者氏名） 500,000 500,000 0 0 0 0

自 己 資 金 計 140,569,000 114,200,833 11,724,741 14,643,426 0 0

３　借入比率算出表

借入予定額（Ａ） 20,000,000 16,666,667 1,481,481 1,851,852 0 0

償還補助額（Ｂ） 0

資金総額（＝事業費合計額）（Ｃ） 239,334,000

借入比率（Ｄ＝（Ａ－Ｂ）／Ｃ） 8.36%

借入金内訳（再掲）

自己資金内訳（再掲）

２
　
資
金
調
達
内
訳

整備費

東京都補助金

区市町村補助金

福祉医療機構借入金

小　　　計

合　　　　　　　　　計

小　　　計

工事事務費

計

法人事務費

合　　　　　　　　　計

協調融資

自己資金

補助金内訳（再掲）

法人事務費
自己資金

延床面積

１
　
事
業
費

整備費

工事請負費

記入例
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１５．法人事務費内訳 

改修計画にあたり想定される法人事務費を記載すること。 

法人事務費内訳 ＜記載例＞

施設名： 法人名：

（単位：円）

合計 特養ショート
防災拠点型
地域交流
スペース

認知デイ
（補助対象外）

一般デイ
（補助対象外）

その他
（補助対象外）

広告宣伝費 200,000 166,667 14,815 18,519

○○○費 100,000 83,333 7,407 9,259

不動産取得税・登録免許税 1,000,000 833,333 74,074 92,593

収入印紙代 500,000 416,667 37,037 46,296

○○銀行借入利息 10,000,000 8,333,333 740,741 925,926

■■銀行借入利息 0

予備費 5,000,000 4,166,667 370,370 462,963

16,800,000 14,000,000 1,244,444 1,555,556法人事務費　計

租税公課

期中金利

予備費

（福）○○会

広告費

記載の項目は例示なので、計画内容に応じて想定される
支出をもれなく記入すること（入札にあたっての広告経費、
収入印紙等）。必要な項目が網羅されていれば他の様式
でも可。

事業ごとの内訳については、「特養ショート」とそれ以外で個々に積算可能であ
る場合は、事業ごとに積み上げ、記載すること（点線枠囲みのセル）。
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１６．充当可能自己資金算出表 

 

＜記入例＞

<充当可能自己資金算出表>

(単位　：　円)

7,569,480,351

630,790,029

2,221,365,855

2,021,365,855

0

200,000,000

0

5,740,223,468

5,540,223,468

200,000,000

0

1,590,575,826

施設名：　　　　                         　　　　　　　　　 法人名：

○○積立資産

  A　年間事業費
  （R05決算・資金収支計算書・事業活動収入計）

  B 既存施設の運営資金（A×1/12）

  C 現金預金等

現金預金

有価証券

○○積立資産

次期繰越活動増減差額

  D 次期繰越活動増減差額等

○○積立金

○○積立金

  E 充当可能自己資金額

当該計画に充当できる自己資金は、令和５年度決算書上の余剰金であるが、既存施設の
運営に支障を来たすことを避けるため、余剰金全額を充当することを認めていない。

以下の手順にて算出すること。

（手順１）　「B　既存施設の運営資金」を算出する。
・「B　既存施設の運営資金」は、既存施設の「A　年間事業費」の１２分の１とする。
・「A　年間事業費」は、「令和５年度決算書の資金収支計算書・事業活動収入計」とする。

（手順２）　充当可能自己資金額を算出する。
・充当可能な自己資金額は、貸借対照表における「C　現金預金等」と「D　次期繰越活動増減差
額等」とを比較して少ないほうの額から、「B　既存施設の運営資金」を控除した額を上限とする。

・現金預金等とは、現金預金、有価証券及び今回の施設整備にあたり取崩し可能な積立資産を
いう。

・次期繰越活動増減差額等とは、次期繰越活動増減差額及び今回の施設整備にあたり取崩し
可能な積立金をいう。

令和５年度決算書の資金収支計算書の「事業活動収入計」を転
記すること。※法人単位の資金収支計算書から記載すること。

今回の施設整備にあたり、
取り崩し可能な積立資産を
充当することができる（移行
時特別積立金がある場合
は、原則これを充当するこ
と。

今回の施設整備にあたり、取り
崩し可能な積立資産を充当する
ことができる（移行時特別積立
金がある場合は、原則これを充
当すること。）。

「C 現金預金等」と「D 次期繰越活動増減差額等」の
少ない方の額から「B 既存施設の運営資金」を控除し
た額を上限とする。

「14 事業費・資金調達内訳
等一覧表」の充当可能自己
資金に転記すること。

法人単位の貸借対照表から記載
すること。
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１７－１．補助金算出内訳 

（大規模改修、多床室のプライバシー保護のための改修、看取り対応改修、増床型改修、ユニット化改修、共生型改修） 

(1) 耐震改修以外の区分では以下の補助金算出内訳様式を作成すること。 

(2) １８・１９とそれぞれ矛盾が無いように注意して作成すること。 

 

補助金算出内訳（大規模改修、多床室のプライバシー保護のための改修、看取り対応改修、増床型改修、ユニット化改修、共生型改修）

○○苑

（福）○○会 令和○年度

令和○年度…20％　／　令和×年度…30％　／　令和×年度…50％ 令和○年度

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 平成×年×月×日

鉄筋コンクリート造　地上５階建 特別養護老人ホーム （金額の単位は円）

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額 選定額 補助率
控除する
交付金額

補助額

Ａ
工事費

Ｂ
工事事務費

Ｃ
合計

Ｄ＝Ｂ＋Ｃ
Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ (単価等) (出来高%) (定員) Ｇ

Ｈ＝
min(Ｄ,Ｆ,

Ｇ)
Ｉ Ｊ

Ｈ×Ｉ－Ｊ
千円未満切捨

大規模改修 36,453,194 947,783 37,400,977 157,530,000 円 × 20 ％ ＝ 31,506,000 31,506,000 1/2 15,753,000

多床室のプラ
イバシー保護
のための改
修

基本単価 100 20,020,000 520,520 20,540,520 734,000 円 × 20 ％ × 100 床 ＝ 14,680,000 14,680,000 10/10 14,680,000

円 × 20 ％ ＝ 10/10

○ 基本単価 2,500,000 円 × 20 ％ × 30 床 × 1.50 ＝ 22,500,000

年 物価調整額 2,090,000 円 × 20 ％ × 30 床 ＝ 12,540,000

度 基本単価 円 × 20 ％ × 床 × ＝

20 物価調整額 円 × 20 ％ × 床 ＝

共生型改修 20 ％ 10/10

円 × ％ ＝

合　　　　　　　　　計 122,004,310 67,858,194 1,764,313 69,622,507 122,004,310 81,226,000 57,867,010 42,114,000

大規模改修 72,906,388 1,895,566 74,801,954 157,530,000 円 × 40 ％ ＝ 63,012,000 63,012,000 1/2 31,506,000

多床室のプラ
イバシー保護
のための改
修

基本単価 100 40,040,000 1,041,040 41,081,040 734,000 円 × 40 ％ × 100 床 ＝ 29,360,000 29,360,000 10/10 29,360,000

円 × 40 ％ ＝ 10/10

○ 基本単価 2,500,000 円 × 40 ％ × 30 床 × 1.50 ＝ 45,000,000

年 物価調整額 2,090,000 円 × 40 ％ × 30 床 ＝ 25,080,000

度 基本単価 円 × 40 ％ × 床 × ＝

40 物価調整額 円 × 40 ％ × 床 ＝

共生型改修 40 10/10

円 × ％ ＝

合　　　　　　　　　計 244,008,620 135,716,388 3,528,626 139,245,014 244,008,620 162,452,000 115,734,020 84,228,000

大規模改修 72,906,388 1,895,566 74,801,954 157,530,000 円 × 40 ％ ＝ 63,012,000 63,012,000 1/2 31,506,000

多床室のプラ
イバシー保護
のための改
修

基本単価 100 40,040,000 1,041,040 41,081,040 734,000 円 × 40 ％ × 100 床 ＝ 29,360,000 29,360,000 10/10 29,360,000

円 × 40 ％ ＝ 10/10

○ 基本単価 2,500,000 円 × 40 ％ × 30 床 × 1.50 ＝ 45,000,000

年 物価調整額 2,090,000 円 × 40 ％ × 30 床 ＝ 25,080,000

度 基本単価 円 × 40 ％ × 床 × ＝

40 物価調整額 円 × 40 ％ × 床 ＝

共生型改修 40 10/10

円 × ％ ＝

合　　　　　　　　　計 244,008,620 135,716,388 3,528,626 139,245,014 244,008,620 162,452,000 115,734,020 84,228,000

（参考欄）

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額

Ａ
工事費

Ｂ
工事事務費

Ｃ
合計

Ｄ＝Ｂ＋Ｃ
Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ

大規模改修 182,265,970 4,738,915 187,004,885

多床室のプラ
イバシー保護
のための改
修

基本単価 100 100,100,000 2,602,600 102,702,600

全

基本単価

体 物価調整額

基本単価

物価調整額

％

合　　　　　　　　　計 610,021,551 339,290,970 8,821,565 348,112,535 610,021,551

補助基本額

施 設 名

法 人 名 補 助 事 業 提 出 年 度

整 備 年 度 補 助 事 業 の 初 年 度 内 示 （ 予 定 ） の 年 度

296,010

施設所在地（ 住居表示） 補 助 事 業 完 了 予 定 年 月 日

構 造 施 設 種 別

整
備
年
度

整備区分 類型
整
備
数

対象経費の実支出（予定）額

促進係数
島しょ指数

看取り対応改修

増床型改修 ユニット型 30 11,385,000 11,681,010 11,681,010 10/10 11,681,000

10/10ユニット化改修

看取り対応改修

増床型改修 ユニット型 30 22,770,000 592,020 23,362,020 23,362,020 10/10

ユニット化改修

23,362,000

10/10

整
備
年
度

整備区分 類型
整
備
数

対象経費の実支出（予定）額 補助額

整備年度毎
補助額計

78,765,000

73,400,000

看取り対応改修

増床型改修 ユニット型 30 1,480,050

210,570,000

看取り対応改修

増床型改修

56,925,000

ユニット型 23,362,020

共生型改修

58,405,050 58,405,000

ユニット化改修

10/1030 22,770,000 592,020 23,362,020 23,362,000

100

10/10ユニット化改修

類　型 … ユニット化改修・療養転換改修の場合は、「多床室→ユニット型」「従来型個室→ユニット型」から選択
… 増床型改修の場合は、「ユニット型」「従来型個室」「多床室」から選択

（注１）事業費は年度出来高で按分する。

（注２）工事費の対象経費（Ｂ欄）には、対象外工事費（土地造成等）は含めない。

（注３）工事事務費の対象経費（Ｃ欄）は、工事費の対象経費（Ｂ欄）の２．６％を限度とする。

（注４）Ｄ、Ｆの合計、Ｇを比較して、いずれか少ない金額をＨ欄に記入する。

（注５）移行時特別積立金及び移行時特別積立預金を有する社会福祉法人は、その額をＥ欄に記入する。

（注６）「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金」における先進的

事業支援特別交付金が交付される場合（介護療養型医療施設転換整備計画に係る分を除く）は、当該交付

金額をＪ欄に記入し、補助額から控除する。

（注７）整備区分及び類型が不足する場合は、欄を追加する。

（注８）全体１００％の都補助額合計欄は、整備年度毎の補助額の計とする。
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１７－２．補助金算出関係様式（耐震改修） 

(1) 耐震改修では「補助金施設別事業調書」と「補助金申請額算出内訳」の２種類（計３

枚）の様式を作成すること。 

(2)１８・１９とそれぞれ矛盾が無いように注意して作成すること。 

施
設

種
別

：
施

設
名

：

１
　

補
助

金
申

請
額

金
円

２
　

計
画

の
概

要

３
　

年
次

計
画

（
出

来
高

％
）

４
　

申
請

額
算

出
内

訳

　
⑴

　
○

○
年

度

円
円

円
円

円
円

円

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
□

□
ホ

ー
ム

１
，

３
０

０
，

０
０

０

令
和

○
○

年
度

社
会

福
祉

施
設

等
耐

震
化

促
進

事
業

（
耐

震
改

修
経

費
）

補
助

金
施

設
別

事
業

調
書

建
物

名
申

請
額

合
　

　
計

□
□

ホ
ー

ム
　

旧
館

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
0
0
0

1
8
,
9
2
0
,
0
0
0

0
1
,
6
0
0
,
0
0
0

１
０

０
％

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）

額
設

置
者

の
総

事
業

費
算

定
基

準
に

よ
る

算
定

額

2
,
0
0
0
,
0
0
0

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

差
引

額
選

定
額

着
工

予
定

年
月

日
令

和
○

×
年

2
月

1
日

令
和

○
×

年
9
月

3
0
日

完
了

予
定

年
月

日

1
,
3
0
0
,
0
0
0

○
○

年
度

○
×

年
度

合
計

２
０

%
８

０
%
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⑵

　
○

×
年

度

円
円

円
円

円
円

円

　
⑶

　
全

体

円
円

円
円

円
円

円

注
１

）
１

施
設

ご
と

に
作

成
す

る
こ

と
。

注
２

）
申

請
額

算
出

内
訳

の
各

項
目

の
金

額
は

、
別

紙
３

「
申

請
額

算
出

内
訳

」
と

一
致

す
る

こ
と

。

0
8
,
0
0
0
,
0
0
0

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

差
引

額

0
6
,
4
0
0
,
0
0
0

選
定

額
申

請
額

8
,
0
0
0
,
0
0
0

9
4
,
6
0
0
,
0
0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
5
0
0
,
0
0
0

合
　

　
計

建
物

名

設
置

者
の

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）

額
算

定
基

準
に

よ
る

算
定

額
寄

付
金

そ
の

他
の

収
入

額
差

引
額

8
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
4
0
0
,
0
0
0

7
5
,
6
8
0
,
0
0
0

合
　

　
計

□
□

ホ
ー

ム
　

旧
館

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

建
物

名

設
置

者
の

総
事

業
費

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）

額

□
□

ホ
ー

ム
　

旧
館

5
,
2
0
0
,
0
0
0

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

選
定

額
申

請
額

6
,
4
0
0
,
0
0
0
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施
設

種
別

：
施

設
名

：
建

物
名

：

１
　

計
画

の
概

要

２
　

申
請

額
算

出
内

訳

Ａ
Ｂ

円
Ｃ

円
Ｄ

円
Ｆ

円
Ｈ

㎡
Ｊ

円

○
○

年
度

2
0
%

○
×

年
度

8
0
%

合
　

　
計

１
０

０
％

３
　
耐
震
診
断
等
の
概
要

（
耐

震
診

断
の

方
法

）

○
○

○
診

断

（
既

存
建

物
の

竣
工

年
及

び
耐

震
性

能
の

評
価

）

（
補

強
設

計
と

耐
震

性
能

の
評

価
）

印

注
１

）
１

棟
ご

と
に

記
入

す
る

こ
と

。
注

２
）

工
事

事
務

費
は

、
工

事
費

又
は

工
事

請
負

費
の

２
．

６
％

に
相

当
す

る
額

を
上

限
と

す
る

。
注

３
）

補
助

率
は

、
「

地
震

の
震

動
及

び
衝

撃
に

対
し

て
倒

壊
し

、
又

は
崩

壊
す

る
危

険
性

が
高

い
も

の
」

は
８

分
の

７
、

「
地

震
の

震
動

及
び

衝
撃

に
対

し
て

倒
壊

し
、

又
は

崩
壊

す
る

危
険

性
　

　
が

あ
る

も
の

」
は

１
６

分
の

１
３

を
乗

じ
る

こ
と

。
注

４
）

Ｋ
は

、
１

，
０

０
０

円
未

満
の

端
数

が
生

じ
た

場
合

は
切

り
捨

て
る

こ
と

。
注

５
）

構
造

耐
震

指
標

に
つ

い
て

は
、

測
定

し
た

数
値

の
う

ち
最

小
値

を
記

入
す

る
こ

と
。

注
６

）
記

入
し

き
れ

な
い

場
合

は
、

別
紙

（
様

式
任

意
）

に
て

提
出

す
る

こ
と

。

Ｉ
（
＝
Ｈ
×
5
0
,
3
0
0
×
Ａ
）
円

寄
付

金
そ

の
他

の
収

入
額

診
断

を
終

了
し

た
日

差
引

額
対

象
面

積

改
修

後

6
,
2
4
0
,
0
0
0

Ｇ
（
＝
Ｂ
－
Ｆ
）
円

2
,
0
0
0
.
1
2

6
,
4
0
0
,
0
0
0

10
,0
00
,0
00

・
竣

工
の

時
期

・
目

標
数

値
を

満
足

し
て

い
な

い
場

所
、

そ
の

数
値

等

・
改

修
場

所
、

方
法

・
補

強
後

の
耐

震
指

標
数

値
等

基
本

額

20
,1
21
,2
07

Ｅ
（
＝
Ｃ
＋
Ｄ
）
円

1
,
6
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
.
1
2

構
造

耐
震

指
標

（
注

５
）

改
修

前

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
□

□
ホ

ー
ム

設
置

者
の

総
事

業
費

10
,0
00
,0
00

0

出
来

高
工

事
費

工
事

事
務

費

対
象

経
費

の
実

支
出

（
予

定
）

額

□
□

ホ
ー

ム
　

旧
館

0
.
6
8

0
.
8
5

4
0
,
0
0
0

1
6
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

6
,
4
0
0
,
0
0
0

平
成

○
×

年
６

月
２

３
日

（
注
２
）

7
,
8
0
0
,
0
0
0

診
断

実
施

者
の

資
格

・
氏

名

着
工

予
定

年
月

日
令

和
○

×
年

2
月

1
日

令
和

○
×

年
9
月

3
0
日

完
了

予
定

年
月

日

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

2
,
0
0
0
,
0
0
0

0

整
備

年
度

1
,
5
6
0
,
0
0
0

申
請

額

（
注
３
、
４
）

令
和

○
○

年
度

社
会

福
祉

施
設

等
耐

震
化

促
進

事
業

（
耐

震
改

修
経

費
）

補
助

金
申

請
額

算
出

内
訳

8
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
.
1
2

80
,4
84
,8
28

8
,
0
0
0
,
0
0
0

0

1
,
3
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

6
,
5
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
6
0
6
,
0
3
5

8
,
0
0
0
,
0
0
0

合
計

5
,
2
0
0
,
0
0
0

Ｅ
、
Ｇ
、
Ｉ
の
少

な
い
方
の
額

選
定

額

1
,
6
0
0
,
0
0
0

Ｋ
（
＝
Ｊ
×
補
助
率
）
円

8
,
0
0
0
,
0
0
0

診
断

実
施

者
の

資
格

名
及

び
氏

名
を

記
載

し
、

押
印

し
て

く
だ

さ
い

補
助

率
Is

値
0
.3

未
満

→
7/

8
0
.3

以
上

0
.7

未
満

→
13

/
16

申
請

額
は

1
,0

0
0円

未
満

切
捨

て
工

事
費

の
2
.6

％
が

上
限 記
入

し
き

れ
な

い
場

合
は

、
別

紙
（様

式
任

意
）

に
て

提
出

す
る

こ
と

測
定

し
た

数
値

の
う

ち
最

小
値

を
記

入
す

る
こ

と
0
.7

以
上

に
な

る
こ

と
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面

　
積

　
・

 
事

　
業

　
費

　
按

　
分

　
表

法
人

名
：

単
位

：円

○
年

度
2
0
%

×
年

度
8
0
%

全
体

　
　

　
1
0
0
%

特
養

・シ
ョ

ー
ト

特
養

・シ
ョ

ー
ト

特
養

・シ
ョ

ー
ト

特
養

シ
ョ

ー
ト

小
計

特
養

シ
ョ

ー
ト

小
計

特
養

シ
ョ

ー
ト

小
計

本
体

㎡
4,

00
0.

00
㎡

50
0.

00
㎡

4,
50

0.
00

㎡
40

0.
00

㎡
50

0.
00

㎡
5,

40
0.

00
㎡

4,
00

0.
00

㎡
50

0.
00

㎡
4,

50
0.

00
㎡

40
0.

00
㎡

50
0.

00
㎡

5,
40

0.
00

㎡
4,

00
0.

00
㎡

50
0.

00
㎡

4,
50

0.
00

㎡
40

0.
00

㎡
50

0.
00

㎡
5,

40
0.

00
㎡

％
74

.0
7%

9.
26

%
83

.3
3%

7.
41

%
9.

26
%

10
0.

00
%

74
.0

7%
9.

26
%

83
.3

3%
7.

41
%

9.
26

%
10

0.
00

%
74

.0
7%

9.
26

%
83

.3
3%

7.
41

%
9.

26
%

10
0.

00
%

32
,4

02
,8

39
4,

05
0,

35
5

36
,4

53
,1

94
3,

24
0,

28
4

4,
05

0,
35

5
43

,7
43

,8
33

12
9,

61
1,

35
4

16
,2

01
,4

19
14

5,
81

2,
77

3
12

,9
61

,1
35

16
,2

01
,4

20
17

4,
97

5,
32

8
16

2,
01

4,
19

3
20

,2
51

,7
74

18
2,

26
5,

96
7

16
,2

01
,4

19
20

,2
51

,7
75

21
8,

71
9,

16
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

32
,4

02
,8

39
4,

05
0,

35
5

36
,4

53
,1

94
3,

24
0,

28
4

4,
05

0,
35

5
43

,7
43

,8
33

12
9,

61
1,

35
4

16
,2

01
,4

19
14

5,
81

2,
77

3
12

,9
61

,1
35

16
,2

01
,4

20
17

4,
97

5,
32

8
16

2,
01

4,
19

3
20

,2
51

,7
74

18
2,

26
5,

96
7

16
,2

01
,4

19
20

,2
51

,7
75

21
8,

71
9,

16
1

20
,0

20
,0

00
0

20
,0

20
,0

00
0

0
20

,0
20

,0
00

80
,0

80
,0

00
0

80
,0

80
,0

00
0

0
80

,0
80

,0
00

10
0,

10
0,

00
0

0
10

0,
10

0,
00

0
0

0
10

0,
10

0,
00

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

20
,0

20
,0

00
0

20
,0

20
,0

00
0

0
20

,0
20

,0
00

80
,0

80
,0

00
0

80
,0

80
,0

00
0

0
80

,0
80

,0
00

10
0,

10
0,

00
0

0
10

0,
10

0,
00

0
0

0
10

0,
10

0,
00

0

11
,3

85
,0

00
0

11
,3

85
,0

00
0

0
11

,3
85

,0
00

45
,5

40
,0

00
0

45
,5

40
,0

00
0

0
45

,5
40

,0
00

56
,9

25
,0

00
56

,9
25

,0
00

56
,9

25
,0

00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

11
,3

85
,0

00
0

11
,3

85
,0

00
0

0
11

,3
85

,0
00

45
,5

40
,0

00
0

45
,5

40
,0

00
0

0
45

,5
40

,0
00

56
,9

25
,0

00
0

56
,9

25
,0

00
0

0
56

,9
25

,0
00

63
,8

07
,8

39
4,

05
0,

35
5

67
,8

58
,1

94
3,

24
0,

28
4

4,
05

0,
35

5
75

,1
48

,8
33

25
5,

23
1,

35
4

16
,2

01
,4

19
27

1,
43

2,
77

3
12

,9
61

,1
35

16
,2

01
,4

20
30

0,
59

5,
32

8
31

9,
03

9,
19

3
20

,2
51

,7
74

33
9,

29
0,

96
7

16
,2

01
,4

19
20

,2
51

,7
75

37
5,

74
4,

16
1

緑
化

・外
構

88
0,

71
7

11
0,

09
0

99
0,

80
7

88
,0

72
11

0,
09

0
1,

18
8,

96
9

3,
52

2,
86

7
44

0,
35

8
3,

96
3,

22
5

35
2,

28
6

44
0,

35
9

4,
75

5,
87

0
4,

40
3,

58
4

55
0,

44
8

4,
95

4,
03

2
44

0,
35

8
55

0,
44

9
5,

94
4,

83
9

解
体

撤
去

56
2,

22
2

70
,2

78
63

2,
50

0
56

,2
22

70
,2

78
75

9,
00

0
2,

24
8,

88
9

28
1,

11
1

2,
53

0,
00

0
22

4,
88

9
28

1,
11

1
3,

03
6,

00
0

2,
81

1,
11

1
35

1,
38

9
3,

16
2,

50
0

28
1,

11
1

35
1,

38
9

3,
79

5,
00

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

1,
44

2,
93

9
18

0,
36

8
1,

62
3,

30
7

14
4,

29
4

18
0,

36
8

1,
94

7,
96

9
5,

77
1,

75
6

72
1,

46
9

6,
49

3,
22

5
57

7,
17

5
72

1,
47

0
7,

79
1,

87
0

7,
21

4,
69

5
90

1,
83

7
8,

11
6,

53
2

72
1,

46
9

90
1,

83
8

9,
73

9,
83

9

65
,2

50
,7

78
4,

23
0,

72
3

69
,4

81
,5

01
3,

38
4,

57
8

4,
23

0,
72

3
77

,0
96

,8
02

26
1,

00
3,

11
0

16
,9

22
,8

88
27

7,
92

5,
99

8
13

,5
38

,3
10

16
,9

22
,8

90
30

8,
38

7,
19

8
32

6,
25

3,
88

8
21

,1
53

,6
11

34
7,

40
7,

49
9

16
,9

22
,8

88
21

,1
53

,6
13

38
5,

48
4,

00
0

88
8,

88
9

11
1,

11
1

1,
00

0,
00

0
88

,8
89

11
1,

11
1

1,
20

0,
00

0
3,

55
5,

55
5

44
4,

44
5

4,
00

0,
00

0
35

5,
55

5
44

4,
44

5
4,

80
0,

00
0

4,
44

4,
44

4
55

5,
55

6
5,

00
0,

00
0

44
4,

44
4

55
5,

55
6

6,
00

0,
00

0

80
0,

00
0

0
80

0,
00

0
0

0
80

0,
00

0
3,

20
0,

00
0

0
3,

20
0,

00
0

0
0

3,
20

0,
00

0
4,

00
0,

00
0

0
4,

00
0,

00
0

0
0

4,
00

0,
00

0

40
0,

00
0

0
40

0,
00

0
0

0
1,

60
0,

00
0

0
1,

60
0,

00
0

0
0

1,
60

0,
00

0
2,

00
0,

00
0

2,
00

0,
00

0
2,

00
0,

00
0

2,
08

8,
88

9
11

1,
11

1
2,

20
0,

00
0

88
,8

89
11

1,
11

1
2,

00
0,

00
0

8,
35

5,
55

5
44

4,
44

5
8,

80
0,

00
0

35
5,

55
5

44
4,

44
5

9,
60

0,
00

0
10

,4
44

,4
44

55
5,

55
6

11
,0

00
,0

00
44

4,
44

4
55

5,
55

6
12

,0
00

,0
00

59
2,

59
3

74
,0

74
66

6,
66

7
59

,2
59

74
,0

74
80

0,
00

0
2,

37
0,

37
0

29
6,

29
6

2,
66

6,
66

6
23

7,
03

7
29

6,
29

7
3,

20
0,

00
0

2,
96

2,
96

3
37

0,
37

0
3,

33
3,

33
3

29
6,

29
6

37
0,

37
1

4,
00

0,
00

0

40
0,

00
0

0
40

0,
00

0
0

0
40

0,
00

0
1,

60
0,

00
0

0
1,

60
0,

00
0

0
0

1,
60

0,
00

0
2,

00
0,

00
0

0
2,

00
0,

00
0

0
0

2,
00

0,
00

0

20
0,

00
0

0
20

0,
00

0
0

0
20

0,
00

0
80

0,
00

0
0

80
0,

00
0

0
0

80
0,

00
0

1,
00

0,
00

0
1,

00
0,

00
0

1,
00

0,
00

0

1,
19

2,
59

3
74

,0
74

1,
26

6,
66

7
59

,2
59

74
,0

74
1,

40
0,

00
0

4,
77

0,
37

0
29

6,
29

6
5,

06
6,

66
6

23
7,

03
7

29
6,

29
7

5,
60

0,
00

0
5,

96
2,

96
3

37
0,

37
0

6,
33

3,
33

3
29

6,
29

6
37

0,
37

1
7,

00
0,

00
0

3,
28

1,
48

2
18

5,
18

5
3,

46
6,

66
7

14
8,

14
8

18
5,

18
5

3,
40

0,
00

0
13

,1
25

,9
25

74
0,

74
1

13
,8

66
,6

66
59

2,
59

2
74

0,
74

2
15

,2
00

,0
00

16
,4

07
,4

07
92

5,
92

6
17

,3
33

,3
33

74
0,

74
0

92
5,

92
7

19
,0

00
,0

00

33
,2

91
,7

28
4,

16
1,

46
6

37
,4

53
,1

94
3,

32
9,

17
3

4,
16

1,
46

6
44

,9
43

,8
33

13
3,

16
6,

90
9

16
,6

45
,8

64
14

9,
81

2,
77

3
13

,3
16

,6
90

16
,6

45
,8

65
17

9,
77

5,
32

8
16

6,
45

8,
63

7
20

,8
07

,3
30

18
7,

26
5,

96
7

16
,6

45
,8

63
20

,8
07

,3
31

22
4,

71
9,

16
1

20
,8

20
,0

00
0

20
,8

20
,0

00
0

0
20

,8
20

,0
00

83
,2

80
,0

00
0

83
,2

80
,0

00
0

0
83

,2
80

,0
00

10
4,

10
0,

00
0

0
10

4,
10

0,
00

0
0

0
10

4,
10

0,
00

0

11
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１８．面積・事業費按分表 

１７・１９とそれぞれ矛盾が無いように注意して作成すること。 
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１９．費目別内訳書 

１７・１８とそれぞれ矛盾が無いように注意して作成すること。 
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２０．資金収支見込計算書【積算根拠（１）収入】 

※資金収支見込計算書（２０～２３）は、増床型改修及びユニット化改修を申請する場合

のみ提出すること。 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　作成上の留意点

・増床等開始月の介護報酬分から記入すること。同開始前に係る介護報酬分は不要。

（注１）
特養・ショートは、P28-29の様式を、それ以外の併設事業は、P30の様式を使用すること。
特養・ショートで、従来型とユニット型を併設する場合、各型別に作成すること。

（注２）
こと。

（注３）
開始年度については、P28により月毎の収入見込みも作成すること。

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注10）
（東京都通知（平成23年3月11日付22福保高施第2016号・22福保高介第1546号

合計が定員数になるよう割り振ること。当該区市町村の状況等を踏まえて割り振ること。

加算を予定している場合、加算名と単価を記入すること。
介護職員処遇改善加算は必ず含めること。

稼働率は、当該区市町村の平均利用実績に基づき見込むこと。

・提出時、セルのコメントを非表示にして提出すること。

・色付きのセルに必要事項を入力すること。

実施する全ての介護保険事業について、事業別に作成すること。

なお、介護保険事業以外の事業を併設する場合、同様の考え方で収入を見込むこと。

「厚生労働大臣が定める一単位あたりの単価」における地域区分別に基づく単位単価を記入する

原則として２列目を増床等開始年度とし、同開始から４年度目まで記入すること。

介護職員処遇改善加算は必ず取得し、原則として加算Ⅰを取得できる体制を整備すること。
加算分は人件費に含めること。

居住費について、別紙で算定根拠を説明すること（基準額で設定する場合でも算定根拠必要）。
所得の低い方の負担上限額（第４段階以外は補足給付含めて2,066円まで）を考慮すること。
※この欄には、１人あたり負担額（定員で割った平均額）を記入する。
　（例）定員80人、居住費（現に要した費用の額）2,300円、利用者負担第４段階の割合10％

※この欄には、１人あたり負担額（定員で割った平均額）を記入する。
（(注８)居住費と同様の考え方で積算）

日常生活費について、別紙で算定根拠を説明すること。

「入居者等から支払を受けることができる利用料等について（通知）」）を参照のこと。）

　　　１人あたり負担額
　　＝　 2,066円（基準費用額）×80人（定員）×90％（第４段階以外）
　　　 ＋2,300円（居住費）　　×80人（定員）×10％（第４段階）　　÷80人（定員）

　　≒　2,089円　　　　※１人あたり負担額の算出根拠も提出すること。

食費について、別紙で算定根拠を説明すること（基準額で設定する場合でも算定根拠必要）。
所得の低い方の負担上限額（第４段階以外は補足給付含めて1,445円まで）を考慮すること。

【国ガイドライン（居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針）】

居住費について、ユニット型の場合、室料＋光熱水費相当とし、次の事項も勘案する。

①施設における建設費用（修繕・維持費用等を含み、また公的助成の有無についても勘案）
②近隣の類似施設の家賃 ③光熱水費の平均的な水準
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２０．資金収支見込計算書【積算根拠（１）収入 増床等開始１年目分】 

 

＜特養・ショート＞

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　増床等開始１年目分 法人名：

介護福祉施設サービス費 単位単価： 10.90円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 初年度計

80 名 90% 93% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 94%

要介護１ （ 0 人） 670 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 740 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護３ （ 30 人） 815 点/日 0 719 7,244 7,674 7,620 7,848 7,823 7,620 7,823 7,848 7,823 7,772 77,814

要介護４ （ 30 人） 886 点/日 0 782 7,875 8,343 8,284 8,532 8,504 8,284 8,504 8,532 8,504 8,449 84,593

要介護５ （ 20 人） 955 点/日 0 562 5,659 5,995 5,953 6,131 6,111 5,953 6,111 6,131 6,111 5,537 60,254

12 点/日 0 28 284 301 299 308 307 299 307 308 307 305 3,053

20 点/日 0 47 474 502 498 513 511 498 511 513 511 508 5,086

20 点/日 0 47 474 502 498 513 511 498 511 513 511 508 5,086

点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14.0% 0 0 30 583 3,099 3,262 3,250 3,337 3,318 3,249 3,328 3,337 26,793

0 2,185 22,040 23,900 26,251 27,107 27,017 26,489 27,085 27,094 27,095 26,416 262,679

2,089 円/日 0 4,512 4,818 4,762 4,921 4,921 4,762 4,921 4,762 4,921 4,921 4,445 52,666

1,445 円/日 0 3,121 3,332 3,294 3,404 3,404 3,294 3,404 3,294 3,404 3,404 3,074 36,429

100 円/日 0 216 230 228 235 235 228 235 228 235 235 212 2,517

0 円/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 7,849 8,380 8,284 8,560 8,560 8,284 8,560 8,284 8,560 8,560 7,731 91,612

0 10,034 30,420 32,184 34,811 35,667 35,301 35,049 35,369 35,654 35,655 34,147 354,291

短期入所生活介護費 単位単価： 11.10円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 初年度計

10 名 80% 83% 85% 85% 85% 85% 85% 85% 85% 85% 85% 85% 84%

要介護１ （ 0 人） 704 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 772 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護３ （ 4 人） 847 点/日 0 90 909 966 962 990 987 962 987 990 987 981 9,811

要介護４ （ 3 人） 918 点/日 0 73 738 785 782 805 802 782 802 805 802 797 7,973

要介護５ （ 3 人） 987 点/日 0 78 794 844 840 866 863 840 863 866 863 857 8,574

24 点/日 0 6 64 68 68 70 69 68 69 70 69 69 690

0 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14.0% 0 0 3 66 352 372 372 382 379 372 381 382 3,061

0 247 2,508 2,729 3,004 3,103 3,093 3,034 3,100 3,103 3,102 3,086 30,109

2,089 円 0 501 537 532 550 550 532 550 532 550 550 497 5,881

1,445 円 0 346 371 368 380 380 368 380 368 380 380 343 4,064

100 円 0 24 25 25 26 26 25 26 25 26 26 23 277

円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 871 933 925 956 956 925 956 925 956 956 863 10,222

0 1,118 3,441 3,654 3,960 4,059 4,018 3,990 4,025 4,059 4,058 3,949 40,331

0 2,432 24,548 26,629 29,255 30,210 30,110 29,523 30,185 30,197 30,197 29,502 292,788

0 8,720 9,313 9,209 9,516 9,516 9,209 9,516 9,209 9,516 9,516 8,594 101,834

特養・ｼｮｰﾄ　収入　合計 0 11,152 33,861 35,838 38,771 39,726 39,319 39,039 39,394 39,713 39,713 38,096 394,622

（福）○○会

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

個別機能訓練加算（Ⅰ）

個別機能訓練加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

居住費

食費

日常生活費

0

利用者負担　計

収入　合計

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

療養食加算

    etc…

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

滞在費

利用者負担　特養・ｼｮｰﾄ　計

食費

日常生活費

0

利用者負担　計

収入　合計

介護報酬　　特養・ｼｮｰﾄ　計

増床等開始月の介護報酬分から記入すること。同開始前に係る介護報酬分は不要。

注１
注２

注４

○介護報酬は翌々月末振込みになることを反映する。
○利用者負担は施設で予定する振込み時期に基づいて計算する。
【計算例は4月増床等開始・翌月振込み】

注５

人数×前月の日数×稼働率×介護報酬単価×単位単価
×利用者負担割合＋
人数×前々月の日数×稼働率×介護報酬単価×単位単
価×保険者負担割合
　
（例）要介護5・初年度6月
20人×31日×93％×955点×10.90円×0.1＋
20人×30日×90％×955点×10.90円×0.9
（千円未満切捨）

注６

注７

注８

注９

注10

注２
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２０．資金収支見込計算書【積算根拠（１）収入 令和 10 年度まで】 

 

＜特養・ショート＞ 法人名：

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　令和10年度まで

介護福祉施設サービス費 単位単価： 10.90円 （単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

80 名 94% 95% 95% 95%

要介護１ （ 0 人） 670 点/日 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 740 点/日 0 0 0 0 0

要介護３ （ 30 人） 815 点/日 0 77,814 92,410 92,410 92,410

要介護４ （ 30 人） 886 点/日 0 84,593 100,461 100,461 100,461

要介護５ （ 20 人） 955 点/日 0 60,254 72,189 72,189 72,189

12 点/日 0 3,053 3,628 3,628 3,628

20 点/日 0 5,086 6,047 6,047 6,047

20 点/日 0 5,086 6,047 6,047 6,047

点/日 0 0 0 0 0

点/日 0 0 0 0 0

14.0% 0 26,793 39,309 39,309 39,309

0 262,679 320,091 320,091 320,091

2,089 円/日 0 52,666 57,948 57,948 57,948

1,445 円/日 0 36,429 40,084 40,084 40,084

100 円/日 0 2,517 2,774 2,774 2,774

円/日 0 0 0 0 0

0 91,612 100,806 100,806 100,806

0 354,291 420,897 420,897 420,897

短期入所生活介護費 単位単価： 11.10円 （単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

10 名 84% 90% 90% 90%

要介護１ （ 0 人） 704 点/日 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 772 点/日 0 0 0 0 0

要介護３ （ 4 人） 847 点/日 0 9,811 12,353 12,353 12,353

要介護４ （ 3 人） 918 点/日 0 7,973 10,042 10,042 10,042

要介護５ （ 3 人） 987 点/日 0 8,574 10,796 10,796 10,796

24 点/日 0 690 875 875 875

点/日 0 0 0 0 0

14.0% 0 3,061 4,769 4,769 4,769

0 30,109 38,835 38,835 38,835

2,089 円 0 5,881 6,862 6,862 6,862

1,445 円 0 4,064 4,746 4,746 4,746

100 円 0 277 328 328 328

円 0 0 0 0 0

0 10,222 11,936 11,936 11,936

0 40,331 50,771 50,771 50,771

0 292,788 358,926 358,926 358,926

0 101,834 112,742 112,742 112,742

特養・ｼｮｰﾄ　収入　合計 0 394,622 471,668 471,668 471,668

（福）○○会

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

個別機能訓練加算（Ⅰ）

個別機能訓練加算（Ⅱ）

個別機能訓練加算（Ⅲ）

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

居住費

食費

日常生活費

利用者負担　計

収入　合計

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

療養食加算

    etc…

介護職員処遇改善加算

収入　合計

介護報酬　　特養・ｼｮｰﾄ　計

利用者負担　特養・ｼｮｰﾄ　計

介護報酬　計　

滞在費

食費

日常生活費

利用者負担　計

増床等開始月の介護報酬分から記入すること。

同開始前に係る介護報酬分については不要。

注１

注２

初年度については月別
の計算書から転記する
こと。

注３

注４

注５
人数×365日×稼働率×介護報酬単価×単
位単価

（例）要介護5・令和8年度
20人×365日×95％×955点×10.90円＝
70,224千円（千円未満切捨）

定員×365日×稼働率×加算単価×単位単価

（例）個別機能訓練加算（Ⅰ）・令和8年度
80人×365日×95％×12点×10.90円＝3,628千円（千円未満切捨）

注６

注７

注８

注９

注10
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２０．資金収支見込計算書【積算根拠（１）収入 併設事業】 

 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（収入） 法人名：

単位単価： （単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

名

○○○○介護費 /1 日

要支援１ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要支援２ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護１ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護２ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護３ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護４ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護５ （ 人） 点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0収入　合計

介護報酬　計　

利用者負担　計

加
　
算

介護報酬単価等

定員 稼働率

注１
注２

注３

 



-31- 

２１．資金収支見込計算書【積算根拠（２）人件費】 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（人件費）

法人名：

（単位：千円）

常　勤(名)A

非常勤(名)A 常勤換算(名)

   計 （名)A B C D E=(B+C)*12+D F=E×A

1 1 320 110 1,100 6,260 6,260

1 6,260

1 1 230 50 680 4,040 4,040

1 1 210 50 650 3,770 3,770

2 7,810

2 2 230 80 780 4,500 9,000

X,XXX

2 9,000

40 40 210 100 680 4,400 176,000

15 12 180 50 400 3,160 47,400

55 52 223,400

3 3 260 60 860 4,700 14,100

1 1 240 60 800 4,400 4,400

4 18,500

1 1 240 70 800 4,520 4,520

1 4,520

1 1 230 80 780 4,500 4,500

1 4,500

1 1 220 80 760 4,360 4,360

1 4,360

0

3 170 2,040 6,120

3 6,120

0

284,470

年間給与総額 法定福利費 人件費総額

F G H=F+G

222,780 31,226 254,006

61,690 5,080 66,770

284,470 36,306 320,776

※調理業務を委託する場合には、調理員等の欄は記入せず、委託費は事業費に計上すること。

合計

常勤職員

非常勤職員

合計

その他給与に関する特記事項等

栄養士

機能訓練
指導員

介護支援
専門員

調理員等

医師

備考

施設長

事務員

生活相談
員

介護職員

看護職員

※同一建物内にユニット型と従来型の両方の施設がある場合は、介護職員お飛び介護職員と同様にケアを行う看護職員、生活相談員は、両方の施
設に兼務することができないので、留意すること。

　　施設・事業種別： 特養・ショート (福)○○会

職　種

一人あたり
月額基本給

一人あたり
月額諸手当

一人あたり
年間賞与

一人あたり
年間給与

職種別
年間給与額

原則、増床等開始２年度目を想定して作成すること
（満床に近い状態での運営を想定）

「23 資金収支見込計算書(総括表)」の「人件費支出」欄と
一致させること。
※基準年度（原則増床等開始2年度目）に入力。

・事業種別ごと(ユニット型と従来型は別 )々に作成すること。

「15 資金収支見込
計算書(総括表)」の
「職員年額給与」と
一致させること。

「23 資金収支見込計
算書(総括表)」の「職
員一人あたりの年額
給与」に転記すること。
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２１．資金収支見込計算書【積算根拠（２）添付資料：ローテーション表】 
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２３．資金収支見込計算書（総括表） 

資金収支見込計算書・積算根拠（総括表）　作成上の留意点

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

根拠(３)事務費及び事業費」（様式自由）により作成すること。

（注８）

（注９）

（注10）

（注11）

（注12）

収支計算書・積算根拠(２)人件費」から転記すること。

「食事の提供方法」の欄に、直営又は委託を記載すること。

と一致させること。

基準年度の「事務費支出」「事業費支出」の積算根拠を「22 資金収支見込計算書・積算

基準年度以外の年度で、著しい増減が発生していれば、別紙により説明すること。

「利子補給(4)」「借入金利息支出(5)」「借入金元金償還金支出(6)」欄は、「43 借入金

償還計画等一覧表」と一致させること。

増床等開始４年度目までの「介護報酬 計」「利用者負担 計」欄は、「20 資金収支

見込計算書・積算根拠（収入）」と一致させること。

その他の収入を見込む場合、科目名を追加すること。

見込んだ金額について、別紙（様式自由）により積算根拠を作成すること。

基準年度の「人件費支出」欄は、「21 資金収支見込計算書・積算根拠(２)人件費」

「職員一人あたりの年額給与」の欄は、常勤介護職員及び常勤看護職員について、「21　資金

実施する全ての事業について、事業別に作成すること（特養・ショートは合算）。

複数事業を併設する場合、「全事業計」も作成すること。

なお、増床等開始以前については記載不要。

また、従来型とユニット型を併設する場合、それぞれの類型別に作成すること。

「借地料補助額」は記載不要。

原則として２列目を増床等開始年度とし、増床等開始から20年度目まで記入すること。

原則として増床等開始２年度目を基準年度（満床に近い状態での想定）とする。

区市町村からの償還補助がある場合は、「償還金補助　(6)'」に記入すること。

「事務費支出」「事業費支出」には、大規模改修・修繕費の積立費用は計上しないこと。

積算根拠資料は、基準年度を想定して作成すること。
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２３．資金収支見込計算書（総括表） 

 

常勤介護職員　4,400千円　／年

法人名：  事業種別： 常勤看護職員　5,300千円　／年

（開設初年度目） （開設2年度目）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

292,788 358,926 358,926 358,926 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570

101,834 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742

0 394,622 471,668 471,668 471,668 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312

人件費支出 289,000 320,776 322,380 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992

事務費支出 65,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000

事業費支出 65,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000

うち、給食費 26,409 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188

0 419,000 457,776 459,380 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992

0 △ 24,378 13,892 12,288 10,676 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320

利子補給　(4) 1,444 1,444 1,368 1,292 1,216 1,140 1,064 988 912 836

借入金利息支出　(5) 4,759 4,617 4,367 4,116 3,866 3,615 3,365 3,114 2,864 2,614

借入金元金償還金支出　(6) 3,366 3,446 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306

償還金補助　(6)'

0 △ 6,681 △ 6,619 △ 23,304 △ 23,130 △ 22,955 △ 22,781 △ 22,606 △ 22,432 △ 22,258 △ 22,083

借地料補助額　計　(8)

0 △ 31,059 7,274 △ 11,016 △ 12,453 9,365 9,540 9,714 9,889 10,063 10,237

0 △ 31,059 △ 23,785 △ 34,801 △ 47,254 △ 37,889 △ 28,349 △ 18,635 △ 8,746 1,316 11,554

支出　合計　(2)

収支差額　合計　(3)=(1)-(2)

償
還
計
画

差引　(7)=(4)-(5)-(6)＋(6) '

当年度収支差額　計　(9)=(3)+(7)+(8)

累積収支差額　計　(10)=(9)+前年度(10)

（単位：千円）

介護報酬　計（利用者負担分含む）

利用者負担　計

収入　合計　(1)

資金収支見込計算書
（総括表）
【増床・ユニ改】

職員一人
あたりの
年額給与（福）○○会 特養・ショート

食事の提供方法（直営／委託） 委託記載例 注10

注1

注11

注4

注5

注6

注7

注9

注12

注8

注8

注2 注3
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２３．資金収支見込計算書（総括表） 

 

（単位：千円）

令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度 令和23年度 令和24年度 令和25年度 令和26年度

380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570 380,570

112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742 112,742

493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312 493,312

323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992 323,992

68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000 68,000

69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000 69,000

29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188 29,188

460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992 460,992

32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320 32,320

760 684 608 532 456 380 304 228 152 76

2,363 2,113 1,862 1,612 1,361 1,111 910 610 359 109

20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306 20,306

△ 21,909 △ 21,734 △ 21,560 △ 21,385 △ 21,211 △ 21,036 △ 20,912 △ 20,687 △ 20,513 △ 20,338

10,412 10,586 10,761 10,935 11,110 11,284 11,409 11,633 11,808 11,982

119,222 129,809 140,569 151,505 162,614 173,898 185,307 196,940 208,748 220,730
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Ｃ 建物図面・設置基準                           

２４．案内図 

 (1) 最寄駅と計画地までの経路に太線でマーキングすること。 

 (2) 最寄駅からの交通手段（バス、タクシー、徒歩等）と所要時間を記載すること。 

    例  ○○線 △△駅より バス××前下車 徒歩●●分  又は 

□□線 ★★駅より タクシー☆☆分 

 

２５．住宅地図 

計画地を中心として周辺状況が分かるものにすること。 

 

２６．建物配置図 

(1) 平面図とは別に作成すること。 

(2) 敷地境界線、接道状況、駐車場等の建物以外の施設についても明記すること。 

(3) 変更がある場合は、変更前及び変更後をそれぞれ作成すること。 

 ※変更がない場合は、竣工時の図面の提出で可であるが、判読が難しい場合は、新たに作成を依頼す

ることがある。 

 

２７．改修工事実施前の各階平面図 

図面の大きさは、Ａ３サイズとし、縮尺は１／２００以上とすること。 

※１ページに収めることが難しい場合は、この限りではないが、室名・部屋面積の表記がわかる

ようにすること。 

※改修前後で部屋の用途（浴室から倉庫へ用途変更等）に変更がない場合は、「２８．改修工事

実施後の各階平面図」の提出のみで良い。 

 

２８．改修工事実施後の各階平面図（工事内容を示すもの） 

(1) 工事改修箇所が分かるように図示し、工事内容を図面上に記載すること（５．改修内容一覧」に

て記載している工事内容が網羅されていること。） 

※照明設備のＬＥＤ化等、改修箇所が多数ある場合は、平面図上に改修箇所を図示する必要はない

が、「居室・共用部（廊下、食堂、〇〇）△△箇所実施」等、改修箇所の概要がわかるようにする

こと。 

(2) 図面上には主要な部屋等の面積（共同生活室・居室は、有効面積をカッコ書きで記入。）や廊下・

バルコニーの幅を記入し、面積についてはどこまでをその用途でみているか、分かるようにする

こと。 

(3) 図面の大きさは、Ａ３サイズとし、縮尺は１／２００以上とすること。 

※１ページに収めることが難しい場合は、この限りではないが、室名・部屋面積の表記がわかる

ようにすること。 

 (4) 改修工事実施後の図面は、カラー図面の他に白黒版も提出すること。 

(5) プライバシー保護改修を実施する場合は、間仕切りや壁等の詳細図も提出すること。また、間仕
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切りや壁等の詳細がわかるようなカタログ、パンフレット等を提出すること。 

(6) 看取り改修、共生型改修を実施する場合は、改修部分の詳細図も提出すること。 

※部屋の用途に変更がない場合は、竣工時の平面図の提出で可であるが、(1)から(6)までの記載内

容の判読が難しい場合は、新たに作成を依頼することがある。 

 

２９．立面図 

(1 )改修に伴い変更がある場合は、変更前及び変更後をそれぞれ作成すること。 

(2) A３サイズ 縮尺 1/300 以上（四方向からのもの） 
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３０．現況を示す写真 

建物の全体がわかる写真も添付すること。 

 

現況を示す写真
・改修箇所

・改修箇所現況

写　　　真

写　　　真

・改修内容

・改修箇所

・改修箇所現況

写　　　真

・改修内容

・改修箇所

・改修箇所

・改修箇所現況
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３１．補助審査基準表 

(1)「特別養護老人ホーム等施設整備費補助審査基準」を使用すること。 

審査基準 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/tokuyou/kijun-youryou.html 

・特別養護老人ホーム等施設整備費補助審査基準 

※直近３か年の決算書にて、法人単位でのサービス活動増減差額が３期連続して赤字の場合は、補助

協議の申請が不可である。なお、看取り対応改修及び共生型改修を単独で実施する場合は、この限り

ではない。 

※サービス活動増減差額が赤字の年度がある場合は、その年度の赤字理由、黒字化へ向けた改善状況

についてを記載したものを提出すること（様式自由）。 

以下の、施設整備の基準については、補助協議を行う施設に応じて提出すること。 

・特別養護老人ホーム及び併設ショート（ユニット型）施設整備費補助審査基準 

・特別養護老人ホーム及び併設ショート（従来型）施設整備費補助審査基準 

・養護老人ホーム施設整備費補助審査基準 

 

(2)「現状」欄に必要事項を記入し、「適・否」欄はいずれかに○印をつけること。 

 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/tokuyou/kijun-youryou.html
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室別面積表（事業別） (全　　　体）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

廊下・ホール

4,000.00 500.00 4,500.00 1,000.00 500.00 6,000.00

3,548.57 443.57 3,992.14 964.29 443.57 5,400.00

451.43 56.43 507.86 35.71 56.43 600.00（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

職員便所

介護材料室

機械室

管

　

　

　

理

会議室

介護職員室

宿直室

階段・エレベーター

（小計２）

洗濯室

地域交流スペース

配膳室

娯楽室

集会室

作業室

看護師室

静養室

認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

共同生活室

（小計１）

四人部屋

室　　名

三人部屋

計

物品倉庫

（小計４）

特別養護老人ホーム ショートステイ 小　計

医務室

調

理

専

門

便所

合　　　計

リネン庫

機能訓練指導員休憩室

ボランティア室

ヘルパーステーション

汚物処理室

職員食堂

そ

の

他
（小計６）

部

門

機能訓練室

居

室

利

用

者

共

用

医

療

・

リ

ハ

ビ

リ

準

個

人

的

ス

ペ

ー

ス

調理室

機械浴室

個室

二人部屋

標準デイ

一般浴室

（小計５）

介助浴室

事務室

面接室（相談室）

食堂

脱衣室

霊安室

（小計３）

記

載

例

省

略

① 「（再掲）専用面積計」と「（再掲）共用面積計」の合計が、「合計」
欄と一致すること。

② 「（再掲）専用面積計」欄は、「33 共用面積算出表」の「専用」欄
と一致すること。

③ 「（再掲）共用面積計」欄は、「33 共用面積算出表」の「共用」欄
と一致すること。

④ 「合計」欄は、「18 面積・事業費按分表」の「面積」欄と一致する
こと。

⑤ ３欄（「合計」「（再掲）専用面積計」「（再掲）共用面積計」）が、室
別面積表（階層別）の計と全て一致すること。

記載例（事業別）と（階層別）の２種類作成すること

（注１）

面積は芯々で記入すること。

（注２）
室別面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面積を

含めないこと（結果として、建築確認上の延床面積とは異なること
もある。）。

（注３）
「準個人的スペース」欄は、ユニット内で個室の外にあって、少数

の入居者が利用する空間の面積を記入すること。

（例）共同生活室

（注４）
改修前と後で各室面積に変更がある場合は、＜改修前＞＜改修

後＞の二種類作成すること。

３２．室別面積表(事業別) 

変更がある場合は、変更後についても作成すること。 
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３２．室別面積表(階層別) 

変更がある場合は、変更後についても作成すること。 

  室別面積表（階層別） (全　　　体）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

事務室

栄養士室

休憩室

浴室等

便所

食品倉庫

給食用物品倉庫

廊下・ホール

機械室

管

　

　

　

理
リネン庫

機能訓練指導員休憩室

ボランティア室

ヘルパーステーション

二人部屋

（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

職員便所

会議室

介護職員室

合　　　計

宿直室

職員食堂

介護材料室

計

物品倉庫

（小計４）

１　階 ２　階 ３　階 

（小計２）

娯楽室

集会室

作業室

汚物処理室

地域交流スペース

そ

の

他
（小計６）

（小計５）

部

門

機能訓練室

居

室

利

用

者

共

用

医

療

・

リ

ハ

ビ

リ

準

個

人

的

ス

ペ

ー

ス

調理室

医務室

介助浴室

三人部屋

事務室

（小計１）

四人部屋

面接室（相談室）

個室

階段・エレベーター

看護師室

便所

脱衣室

調

理

専

門

洗濯室

機械浴室

一般浴室

６　階５　階

（小計３）

静養室

霊安室

食堂

配膳室

４　階 

共同生活室

室　　名

事業ごとに作成すること。
（例）特養、ショート、認知症ＧＨ、デイ
が合築されている場合は、以下の５枚
を作成する必要がある。

①特養
②ショート
③認知症ＧＨ
④デイ
⑤全体

この３欄（「合計」「専用面積計」「共用面
積計」）が、室別面積表（事業別）の各
事業計と一致すること。

※この場合、特養では、この３欄がそれ
ぞれ以下の面積になる。

合計 ４，０００．００㎡

専用面積計 ３，５４８．５７㎡
共用面積計 ４５１．４３㎡

（注１）

面積は芯々で記入すること。

（注２）
室別面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面積を

含めないこと（結果として、建築確認上の延床面積とは異なること
もある。）。

（注３）
「準個人的スペース」欄は、ユニット内で個室の外にあって、少数

の入居者が利用する空間の面積を記入すること。

（例）共同生活室

（注４）
改修前と後で各室面積に変更がある場合は、＜改修前＞＜改

修後＞の二種類作成すること。
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共用面積算出表

特養 ショート 小計
認知症高齢者

グループホーム
標準デイ 合計

3,548.57 443.57 3,992.14 964.29 443.57 5,400.00

451.43 56.43 507.86 35.71 56.43 600.00

177.78 22.22 200.00 200.00

80.00 10.00 90.00 10.00 100.00

8.00 1.00 9.00 1.00 10.00

26.67 3.33 30.00 30.00

8.89 1.11 10.00 10.00

13.33 1.67 15.00 15.00

16.00 2.00 18.00 2.00 20.00

13.33 1.67 15.00 15.00

13.33 1.67 15.00 15.00

32.86 4.11 36.97 8.93 4.11 50.00

8.00 1.00 9.00 1.00 10.00

32.00 4.00 36.00 4.00 40.00

栄養士室

休憩室

便所

食品倉庫

機械室

面接室（相談室）

職員食堂

汚物処理室

宿直室

職員便所

ボランティア室

物品倉庫

共同生活室

調
理
専
門

機械浴室

医務室

調理室

洗濯室

便所

会議室

事務室

看護師室

区　　分

共　　用

専　　用

内
　
　
訳

廊下・ホール

階段・エレベーター

介護材料室

配膳室

リネン庫

脱衣室

【手順①】各事業別の専用面積を記入する。
（「32 室別面積表（事業別）」の「（再掲）専用面積計」欄と一致する。）

１ ２ ３ ４

A

B

C

ア

イ

ウ

【手順②】共用になる面積を合計欄に入力し、各事業の専用面積で按分する。

共同生活室（特養とショートで共用）
→ 特養部分Ⓐの算出方法＝ （共同生活室 共用計㋐） × ① ／ （①＋②）

調理室（特養・ショート・標準デイで共用）
→特養部分Ⓑの算出方法 ＝ （調理室共用計㋑） × ① ／ （①＋②＋③）

事務室 （全事業で共用）
→ 特養部分Ⓒの算出方法＝ （事務室共用計㋒） × ① ／ ④

※特養以外の部分も同様の方法で算出する。

按分計算は少数点第３位を四捨五入する。各内訳の合計欄と各按分面積の
合計が一致しない場合は、按分面積のなかで端数調整すること。

記

載

例

省

略

32.86+4.11+8.93+4.11=50.01となり、
合計と0.01の端数あり。要端数調整。

３３．共用面積算出表 

変更がある場合は、変更後についても作成すること。 
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Ｄ 建設自己資金・寄附金の証明書類                  

３４．区市町村等からの補助見込書（写） 

(1) 区市町村等から施設整備費等の補助見込がある場合、提出すること。 

(2) 補助に関する条例、補助要綱があれば添付すること。 

(3) 協議書の提出時点で区市町村長名の文書が提出できない場合は、所管部長名の文書で

構わないが、協議書提出後１か月後までに区市町村長名での見込書を提出すること。 

  

 ○ ○ ○ ○ 

                          令和  年  月  日 

 

   社会福祉法人 ○○○ 会 

     理 事 長  ○ ○ ○ ○  殿 

      

                    ○○区（市町村）長 △△△△

  

  公印  

補 助 見 込 書 

 

社会福祉法人○○○会の特別養護老人ホーム改修に際し、「○○条例」及び「○

○助成要綱」に基づき○○資金として、下記のとおり補助を実施する。 

 

記 

 

   １ 特別養護老人ホーム「○○苑」の施設整備費（改修） 

     金 ○○○○○○円 

     但し、○○年度 ○○○○円、○○年度 ○○○○円 

  

   ２ 老人デイサービスセンターの施設整備費（改修） 

     金 ○○○○○○円 

     但し、○○年度 ○○○○円、○○年度 ○○○○円 
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３５．直近３年度分の決算書 

(1) 充当する資金については、協議書提出時に確認する。 

(2) 既存施設の運営資金として、年間事業費の１２分の１以上を確保していること。 

(3) 出所の不透明な資金（通帳等で確認できない資金）は含めないこと。 
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３６．寄附者一覧 

 

法人名　：　

寄附者名
及び

寄附団体名
職業

法人
（理事長等）

との関係
寄附金額

寄 附 者 一 覧

財源（具体的に）
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３７．寄附理由書 

寄附者（寄附団体）ごとに作成すること。 

 

寄 附 理 由 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

理由（具体的に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名           実印 
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３８．贈与契約書（写） 

寄附者（寄附団体）ごとに作成すること。 

贈 与 契 約 書 

 

  ○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人×××会（以下「乙」という。）は、

次のとおり贈与契約を締結した。 

 

第１条 甲は、乙が計画している特別養護老人ホーム☆☆☆☆園改修計画について、施設

整備資金として▼▼▼▼▼▼▼円を乙に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。 

 

第２条 甲は、前条による贈与を東京都老人福祉施設整備費補助金の内示後１週間以内に

行うものとする。 

 

第３条 甲は、当該事業にかかる総経費が減額され又は補助金等が増額された場合であっ

ても第１条にかかる贈与を履行しなければならない。 

 

第４条 東京都老人福祉施設整備費補助金の内示が得られないときは、この契約を無効と

し、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。 

 

第５条 甲及び乙は、平成 19 年 2 月 15 日付社援基発第 0215002 号「社会福祉施設等施設

整備費に係る契約の相手方等からの寄付金等の取扱いについて」によるものとする。 

 

第６条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議のうえ決定

するものとする。 

 

   上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ 

  各１通を所持する。 

 

  令和  年  月  日 

 

     甲  住所 

        氏名    ○ ○  ○ ○          実印 

 

     乙  住所 

        社会福祉法人×××会 理事長×× ××   実印 

 

 

注１ 指定寄附の場合は、別途相談すること。 

理事長個人からの寄附の場合、

職務代理者との契約とすること。 

原則として変更不可 
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３９．寄附者に便宜供与しない旨の誓約書 

 寄附を受ける場合は、作成すること。 

令和  年  月  日 

 

 

東京都知事 殿 

 

 

 

       東京都○○市○○二丁目○番○号 

       社会福祉法人 ○○会 

       理事長  ○○ ○○   ㊞     

 

 

 

誓 約 書 

 

 社会福祉法人○○会（以下、「当法人」という。）は、下記施設の整備を行う

ために当法人に対して寄附を行った寄附者及びその関係者（以下、「寄附者等」

という）と契約（寄附者等に対する便宜供与を含む。）しないことを誓約いたし

ます。 

上記誓約に違反した場合は、東京都から受ける補助金の全部又は一部を取り

消されること（補助金の返還を行うこと）について承諾いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 施設名 

  特別養護老人ホーム○○ 

 

２ 整備予定地 

  東京都○○市○○三丁目○番○ 

 

 

以上 
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４１．預金残高証明書一覧表・預金残高証明書（法人及び寄附者） 

(1) 原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 直近２か年の各指定日付で、同一口座のものを提出すること。 

(3) 各金額を口座別に一覧表にまとめたものを添付すること(次ページ「預金残高証明書

一覧表（記載例）」参照。口座が１つの場合も作成する)。 

(4) 「預金残高証明書一覧表（記載例）」において、「本計画への充当額」を記載した充当

元口座の数は可能な限り限定すること。「４２．通帳（写）法人のみ」に記載のとお

り財源の確認のため、指定期間の通帳の写しの提出及び原本確認が必要となり、相当

の事務負担が生じるため、充当元口座は慎重に検討すること。 

 

※残高証明書の指定日は以下のとおりとする。 

第１回提出分 

（令和６年８月９日〆切） 
令和４年～令和６年の各６月３０日付  

第２回提出分 

（令和７年２月１４日〆切） 
令和４年～令和６年の各１２月３１日付 
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預
金

残
高

証
明

書
一

覧
表

令
和

○
○

年
6月

30
日

令
和

○
□

年
6月

30
日

平
成

○
※

年
6月

30
日

普
通

11
11

11
1

2,
11

0,
00

0
2,

78
2,

56
7

2,
15

0,
58

9
1,

87
6,

54
3

普
通

11
55

55
5

36
,8

00
,0

00
50

,8
68

,6
35

26
,3

45
,7

09
29

,3
90

,0
00

普
通

21
11

11
1

0
0

23
,3

48
,4

37
22

,3
29

,1
63

普
通

31
22

22
2

50
,5

69
,0

00
65

,8
98

,7
65

49
,0

03
,5

67
43

,5
27

,8
31

定
期

33
33

33
3

5,
00

0,
00

0
5,

50
0,

00
0

5,
50

0,
00

0
0

普
通

98
76

54
3

0
5,

34
7,

98
8

11
,8

67
,5

32
9,

38
7,

65
4

定
期

90
00

08
8

0
0

0
5,

50
0,

00
0

定
期

90
00

10
0

81
,6

00
,0

00
10

0,
00

0,
00

0
10

0,
00

0,
00

0
10

0,
00

0,
00

0

17
6,

07
9,

00
0

23
0,

39
7,

95
5

21
8,

21
5,

83
4

21
2,

01
1,

19
1

※
通

帳
は

協
議

書
提

出
時

に
原

本
確

認
を

行
う

（
確

実
な

資
金

が
確

認
で

き
な

い
場

合
は

、
追

加
で

提
出

を
求

め
る

こ
と

も
あ

る
。

）
。

資
金

確
認

時
の

ポ
イ

ン
ト・

資
金

は
通

常
の

事
業

運
営

に
よ

り
積

み
立

て
ら

れ
た

も
の

か
（借

入
金

や
一

時
的

な
資

金
移

動
な

ど
で

な
い

か
。

）。

･日
常

の
決

済
に

使
用

し
て

い
る

口
座

の
場

合
、

本
計

画
に

充
当

す
る

金
額

は
既

存
の

事
業

運
営

に
必

要
な

金
額

を
控

除
し

た
も

の
か

。

・担
保

に
入

っ
て

い
る

定
期

預
金

等
は

自
己

資
金

と
し

て
は

認
め

ら
れ

な
い

。

法
人

名

銀
行

名
支

店
名

口
座

種
別

口
座

番
号

預
金

残
高

　
（円

）

合
　

　
　

　
　

計

○
○

支
店

×
×

支
店

本
計

画
へ

の
充

当
額

○
○

銀
行

△
△

信
用

金
庫

△
△

支
店

記
載

例
協

議
書

締
切

期
限

の
前

月
末

日
付

の
も

の
と

、
同

日
付

の
過

去
3
か

年
分

の
残

高
証

明
書

を
提

出
す

る
こ

と
。

協
議

書
提

出
期

限
前

月
末

日
時

点
で

、
本

計
画

へ
の

充
当

額
の

合
計

額
が

「
14

事
業

費
・
資

金
調

達
内

訳
等

一
覧

表
」の

法
人

自
己

資
金

額
を

上
回

っ
て

い
る

こ
と

が
確

認
で

き
る

残
高

証
明

書
の

添
付

が
必

要
。

今
回

使
用

す
る

口
座

に
他

口
座

か
ら

資
金

移
動

し
た

場
合

は
、

元
の

口
座

の
残

高
証

明
書

・
通

帳
の

写
し

も
添

付
す

る
こ

と
。
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４２．通帳（写）（法人のみ） 

(1) 改修工事のための財源が入金されている通帳の写しを提出すること。定期預金で通

帳がない場合は預金証書の写しを提出すること。 

(2) 通帳の写しは直近２か年の指定期間（下表参照）の取引が記帳されたページすべて

及び表紙等（金融機関名、口座名、口座番号が分かるもの）を提出すること。 

(3) ページ数が多い場合は両面印刷とし、必要に応じ別ファイルに綴じること。 

 

 

※提出する通帳（写）の指定期間は以下のとおりとする。 

第１回提出分 

（令和６年７月１２日〆切） 

令和４年６月３０日～令和６年６月３０日までの通帳の写し 

（期間中全ページ） 

第２回提出分 

（令和７年１月１０日〆切） 

令和４年１２月３１日～令和６年１２月３１日までの通帳の写し

（期間中全ページ） 
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Ｅ 借入金・償還財源関係                                    

４３．借入金償還計画等一覧表 

 当該補助対象案件とは別案件の借入れについても「既借入分」として作成すること。 

 

 

法
人
名
　
：
　
（
福
）
東
都
会

施
設
名
　
：
　
東
都
ホ
ー
ム

単
位
：
千
円

新
規
借
入
分

福
祉
医
療
機
構

施
設
整
備

既
借
入
分

協
調
融
資

土
地
購
入

合
計

合
計

合
計

利
子
補
給

介
護
報
酬

居
住
費

合
計

1
令
和
8
年
度

2
0
,0
0
0

7
,6
0
0

2
7
,6
0
0

2
,8
8
8

5
2
4
,7
0
7

2
7
,6
0
0

2
令
和
9
年
度

2
0
,0
0
0

7
,4
1
7

2
7
,4
1
7

2
,8
8
8

8
,9
2
5

1
5
,6
0
4

2
7
,4
1
7

3
令
和
1
0
年
度

2
0
,0
0
0

7
,0
1
7

2
7
,0
1
7

2
,7
3
6

8
,9
2
5

1
5
,3
5
6

2
7
,0
1
7

4
令
和
1
1
年
度

2
0
,0
0
0

6
,6
1
7

2
6
,6
1
7

2
,5
8
4

8
,9
2
5

1
5
,1
0
8

2
6
,6
1
7

5
令
和
1
2
年
度

2
0
,0
0
0

6
,2
1
7

2
6
,2
1
7

2
,4
3
2

8
,9
2
5

1
4
,8
6
0

2
6
,2
1
7

6
令
和
1
3
年
度

2
0
,0
0
0

5
,8
1
7

2
5
,8
1
7

2
,2
8
0

8
,9
2
5

1
4
,6
1
2

2
5
,8
1
7

7
令
和
1
4
年
度

2
0
,0
0
0

5
,4
1
7

2
5
,4
1
7

2
,1
2
8

8
,9
2
5

1
4
,3
6
4

2
5
,4
1
7

8
令
和
1
5
年
度

2
0
,0
0
0

5
,0
1
7

2
5
,0
1
7

1
,9
7
6

8
,9
2
5

1
4
,1
1
6

2
5
,0
1
7

9
令
和
1
6
年
度

2
0
,0
0
0

4
,6
1
7

2
4
,6
1
7

1
,8
2
4

8
,9
2
5

1
3
,8
6
8

2
4
,6
1
7

1
0

令
和
1
7
年
度

2
0
,0
0
0

4
,2
1
7

2
4
,2
1
7

1
,6
7
2

8
,9
2
5

1
3
,6
2
0

2
4
,2
1
7

1
1

令
和
1
8
年
度

2
0
,0
0
0

3
,8
1
7

2
3
,8
1
7

1
,5
2
0

8
,9
2
5

1
3
,3
7
2

2
3
,8
1
7

1
2

令
和
1
9
年
度

2
0
,0
0
0

3
,4
1
7

2
3
,4
1
7

1
,3
6
8

8
,9
2
5

1
3
,1
2
4

2
3
,4
1
7

1
3

令
和
2
0
年
度

2
0
,0
0
0

3
,0
1
7

2
3
,0
1
7

1
,2
1
6

8
,9
2
5

1
2
,8
7
6

2
3
,0
1
7

1
4

令
和
2
1
年
度

2
0
,0
0
0

2
,6
1
7

2
2
,6
1
7

1
,0
6
4

8
,9
2
5

1
2
,6
2
8

2
2
,6
1
7

1
5

令
和
2
2
年
度

2
0
,0
0
0

2
,2
1
7

2
2
,2
1
7

9
1
2

8
,9
2
5

1
2
,3
8
0

2
2
,2
1
7

1
6

令
和
2
3
年
度

2
0
,0
0
0

1
,8
1
7

2
1
,8
1
7

7
6
0

8
,9
2
5

1
2
,1
3
2

2
1
,8
1
7

1
7

令
和
2
4
年
度

2
0
,0
0
0

1
,4
1
7

2
1
,4
1
7

6
0
8

8
,9
2
5

1
1
,8
8
4

2
1
,4
1
7

1
8

令
和
2
5
年
度

2
0
,0
0
0

1
,0
1
7

2
1
,0
1
7

4
5
6

8
,9
2
5

1
1
,6
3
6

2
1
,0
1
7

1
9

令
和
2
6
年
度

2
0
,0
0
0

6
1
7

2
0
,6
1
7

3
0
4

8
,9
2
5

1
1
,3
8
8

2
0
,6
1
7

2
0

令
和
2
7
年
度

2
0
,0
0
0

2
1
7

2
0
,2
1
7

1
5
2

8
,9
2
5

1
1
,1
4
0

2
0
,2
1
7

4
0
0
,0
0
0

8
0
,1
2
3

4
8
0
,1
2
3

3
1
,7
6
8

1
6
9
,5
8
0

2
7
8
,7
7
5

4
8
0
,1
2
3

借
　
入
　
金
　
償
　
還
　
計
　
画
　
等
　
一
　
覧
　
表

合
　
計

償
　
還
　
財
　
源
　
内
　
訳

利
　
息

２
．
０
％

利
率
　
：
　

整
備
区
分
　
：

施
設
種
別
：
　
　
特
養
・
シ
ョ
ー
ト

区
分
：

借
入
先
：

合
　
計

返
済

回
数

返
済
年
度

元
　
金

福
祉

医
療

機
構

：
２

．
０

％
（変

更
不

可
※

）
※

利
率

上
乗

せ
に

よ
る

保
証

人
免

除
（オ

ン
コ

ス
ト

）
を

利
用

す
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

２
．

０
％

と
す

る
こ

と
。

協
調

融
資

（
金

融
機

関
か

ら
の

確
約

が
な

い
場

合
）：

５
年

目
ま

で
２

．
５

％
、

６
年

目
以

降
３

．
５

％

・
施

設
種

別
ご

と
に

作
成

す
る

こ
と

。
・
複

数
の

施
設

種
別

が
あ

る
場

合
、

「
全

事
業

計
」
も

作
成

す
る

こ
と

。
・
防

災
拠

点
型

地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス

に
つ

い
て

は
特

養
・
シ

ョ
ー

ト
に

含
め

る
こ

と
。

・
「
新

規
借

入
分

」
を

選
択

し
た

場
合

①
「
借

入
先

」
別

、
「
整

備
区

分
」
別

、
「
施

設
種

別
」
別

に
作

成
す

る
こ

と
②

最
後

に
「
新

規
借

入
分

」
の

合
計

を
作

成
す

る
こ

と

特
養
・
シ
ョ
ー
ト
、
デ
イ
で
融
資
を
受
け
る

（
機
構
・
協
調
融
資
、
施
設
整
備
・
土
地
購

入
と
も
に
融
資
あ
り
）
場
合
、
以
下
の
種
別

ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
。

①
新

規
、

機
構

、
施

設
整

備
、

特
養

・
ｼ
ｮｰ

ﾄ
②

新
規

、
協

調
、

施
設

整
備

、
特

養
・
ｼ
ｮｰ

ﾄ
③

新
規

、
機

構
、

土
地

購
入

、
特

養
・
ｼ
ｮｰ

ﾄ
④

新
規

、
協

調
、

土
地

購
入

、
特

養
・
ｼ
ｮｰ

ﾄ
⑤

新
規

、
機

構
、

合
計

、
特

養
・
ｼ

ｮｰ
ﾄ

⑥
新

規
、

協
調

、
合

計
、

特
養

・
ｼ
ｮｰ

ﾄ

⑦
新

規
、

合
計

、
合

計
、

特
養

・
ｼ

ｮｰ
ﾄ

同
様

に
デ

イ
に

つ
い

て
、

①
～

⑦
を

作
成

同
様

に
全

事
業

計
に

つ
い

て
①

～
⑦

を
作

成
（
こ

の
場

合
、

２
１

枚
作

成
す

る
）

※
該

当
が

な
い

ペ
ー

ジ
は

提
出

省
略

可

⑦
の

「
元

金
」
、

「
利

息
」
、

「
利

子
補

給
」
を

「
2
1
 資

金
収

支
見

込
計

算
書

（
総

括
表

）
」
に

転
記

す
る

。

新
規

借
入

分
は

返
済

開
始

年
度

か
ら

作
成

す
る

こ
と

。

償
還

終
了

年
度

ま
で

円
単

位
で

金
額

を
入

力
す

る
こ

と
。

（
千

円
単

位
に

切
り

替
わ

り
ま

す
）

東
京

東
京

該
当

す
る

欄
に

○
印

を
つ

け
る

こ
と
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「新規借入分」と「既借入分」がある場合は、最後に総合計を作成すること。 

                   

 

 

 

 

法
人
名
　
：　
（福

）東
都
会

施
設
名
　
：施

設
Ａ
（同

時
整
備
）

単
位
：千

円

新
規
借
入
分

福
祉
医
療
機
構

施
設
整
備

既
借
入
分

協
調
融
資

土
地
購
入

合
計

合
計

合
計

利
子
補
給

介
護
報
酬

居
住
費

合
計

1
令
和
5年

度
74
,6
90

7,
97
5

82
,6
65

7,
09
5

75
,5
70

0
82
,6
65

2
令
和
6年

度
68
,5
30

6,
44
7

74
,9
77

6,
26
0

68
,7
17

0
74
,9
77

3
令
和
7年

度
48
,7
70

5,
42
5

54
,1
95

5,
42
5

48
,7
70

0
54
,1
95

4
令
和
8年

度
48
,7
70

4,
59
1

53
,3
61

4,
59
1

48
,7
70

0
53
,3
61

5
令
和
9年

度
48
,7
70

3,
75
6

52
,5
26

3,
75
6

48
,7
70

0
52
,5
26

6
令
和
10
年
度

48
,7
70

2,
92
1

51
,6
91

2,
92
1

48
,7
70

0
51
,6
91

7
令
和
11
年
度

48
,7
70

2,
08
7

50
,8
57

2,
08
7

48
,7
70

0
50
,8
57

8
令
和
12
年
度

48
,7
70

1,
25
2

50
,0
22

1,
25
2

48
,7
70

0
50
,0
22

9
令
和
13
年
度

48
,7
70

41
7

49
,1
87

41
7

48
,7
70

0
49
,1
87

10
令
和
14
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

11
令
和
15
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

12
令
和
16
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

13
令
和
17
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

14
令
和
18
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

15
令
和
19
年
度

2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

0
2,
40
0

49
9,
01
0

34
,8
71

53
3,
88
1

33
,8
04

50
0,
07
7

0
53
3,
88
1

償
　
還
　
財
　
源
　
内
　
訳

借
　
入
　
金
　
償
　
還
　
計
　
画
　
等
　
一
　
覧
　
表

区
分
：

借
入
先
：

整
備
区
分
　
：

施
設
種
別
：　
　
全
事
業
計

利
率
　
：　

２
．
０
％

合
　
計

返
済

回
数

返
済
年
度

元
　
金

利
　
息

合
　
計

・既
借

入
分

は
施

設
毎

に
全

事
業

計
の

み
作

成
す

る
こ

と
。

・「
既

借
入

分
」を

選
択

し
た

場
合

、
①

「1
1事

業
費

・資
金

調
達

内
訳

等
一

覧
表

」の
「他

の
整

備
計

画
」で

記
載

し
た

同
時

並
行

整
備

案
件

に
つ

い
て

「借
入

先
」

別
に

作
成

す
る

こ
と

（機
構

・協
調

融
資

の
２

枚
）

②
「既

存
借

入
分

」（
同

時
整

備
案

件
①

を
含

む
）の

合
計

を
作

成
す

る
こ

と

③
「新

規
借

入
分

」が
あ

る
場

合
、

新
規

借
入

分
と

既
存

借
入

分
を

合
計

し
た

総
合

計
を

１
枚

作
成

す
る

こ
と

。

既
借
入
分
が
施
設
Ａ
か
ら
Ｃ
の
複
数
あ
る
場

合
、
借
入
先
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
。

①
既

存
、
機

構
、

合
計

、
全

事
業

計
（施

設
A
）

②
既

存
、

協
調

、
合

計
、

全
事

業
計

（施
設

A
）

③
既

存
、

機
構

、
合

計
、

全
事

業
計

（施
設

Ｂ
）

④
既

存
、

協
調

、
合

計
、

全
事

業
計

（施
設

Ｂ
）

⑤
既

存
、

機
構

、
合

計
、

全
事

業
計

（施
設

Ｃ
）

⑥
既

存
、

機
構

、
合

計
、

全
事

業
計

（合
計

）

⑦
既

存
、

協
調

、
合

計
、

全
事

業
計

（合
計

）

⑧
既

存
、

合
計

、
合

計
、

全
事

業
計

（合
計

）

⑨
合

計
、

合
計

、
合

計
、

全
事

業
計

（総
合

計
）

※
該

当
が

な
い

ペ
ー

ジ
は

提
出

省
略

可

既
借

入
分

は
補

助
協

議
年

度
か

ら
作

成
す

る
こ

と
。

償
還

終
了

年
度

ま
で

円
単

位
で

金
額

を
入

力
す

る
こ

と
。

（千
円

単
位

に
切

り
替

わ
り

ま
す

）

・既
借

入
分

の
整

備
区

分
は

合
計

の
み

作
成

す
る

こ
と

。

東
京

東
京

該
当

す
る

欄
に

○
印

を
つ

け
る

こ
と
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４４．機構借入金算出内訳 

様式は独立行政法人福祉医療機構（以下、「機構」という。）提出様式を用いること。 

(1)機構の指示する単価で計算すること。 

(2)機構からの借入金は、借入上限額内であること。 

(3)機構の確認を受けること。 

機構借入金額積算内訳〔金額単位：千円〕

【１．建築資金及び設備備品整備資金】

1 建築工事費

2 大型設備等工事費

3 特殊工事費

　うち解体撤去工事費

　うち仮設施設整備工事費

4 設計監理費

5 設備備品整備費

《機構基準事業費の算出内訳》

《借入申込金額の算定》

（１）控除する補助金・交付金の算出

（ ） （ ）× 1.5 ＝( ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（２）機構借入金の算出（下段はうち無利子分の算出）

（ － ） × ％ ＝ ≧

（ － ） × ％ ＝ ≧

(注)無利子分の算出における基準事業費：控除する補助金等のうち無利子分対象額に３分の４を乗じた額

【２．土地取得資金】 融資対象事業に係る建物の延べ床面積： ㎡

千円 千円 千円

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

円/㎡ 円/㎡ 円/㎡

（ － ） × ％ ＝ ≧

【３．経営資金】

× ％ ＝ ≧

所　要　資　金　額 融 資 率 借入金の上限 経営資金借入申込金額

機構基準事業費 設置・整備資金
借入申込金額
(Ⅰ)+(Ⅱ)

実際事業費

合　計
（A) （B)

      年度事業

区　　　　　　　　分

本  体
大型設備等金額 解体金額 仮設金額

定員数・施設数 単価 金額
施設種類

国庫補助金（自治体義務的負担分含）

次世代交付金、安心こども基金（〃）

保育所等整備交付金（〃）

都道府県・指定都市・中核市補助金　①

地域介護・福祉空間交付金及び地
域医療介護総合確保基金

交付決定額

②

控除対象交付金額の上限
③

②の対象事業に対する自治
体からの交付決定額

④

合　計

今次計画に対して受ける補
助金及び交付金総額

自治体の単独（上積）補助金⑤ 民間補助金⑥

基準事業費
（（A)と(B)のいずれか低い額）

控除する補助金額 融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅰ)

区     分 実際事業費 融資限度面積 基準事業費 参考(全体分)

(a） (b) (c) {(a)－(b)}×(c)

取得費

(d） (e) (f) {(d)－(e)}×(f)

基準事業費
控除する補助金額

（土地分)
融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅱ)

単  価

面  積

(g） (h) (i) {(g)－(h)}×(i)
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４５．利子補給費対象額算定表 

(1) 様式は東京都福祉保健財団（以下、「財団」という。）提出様式を用いること。 

(2) 財団で行う利子補給の対象は、機構からの借入金の利子の一部である。 

(3) 財団の確認を受けること。 

 

利子補給費対象額算定表

( )

人 人

（ ）

1 2 3

Ａ 千円 Ｃ 千円 Ｅ 千円

（ ）

（ ）

（ ）

D

Ｂ ＝ 円

1 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

（ ・ ） 円 × × ＝ 円

2 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

3 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

4 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

5 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

※ ＡとＢを比較し、金額の低い方をＣとする。 Ｃ ＝ 千円

D －
（ 千円 － 千円 ） × 80 ／ ＝ 千円

： ＝

千円 円

年度 ～ 年度 までの 年間

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

※当該算定表は当財団が作成したものであり、利子補給額については計画段階での積算であって必ずしも助成を保証
するものではありません。

社会福祉法人

対 象 施 設
施 設 名 種 類

区分 施設整備 設備整備

整 備 後

福 祉 医 療 機 構
借 入 計 画

借 入 額 千円

利 用 定 員

千円 償 還 方 法 月賦

整 備 計 画 資 金 計 画

利 率

利 子 額

申込時

区 分 実　事　業　費 必要と認める経費 民 間 補 助 金

構造 　１ 耐　火　　２ 準耐火　 ３ その他 建築延床面積 ㎡

土地取得 都 補 助 金

定 期 借 地 権 補 助 金
（ ス プ リ ン ク ラ ー ）

大 型 設 備 等 工 事 費 自 己 資 金

（ 冷 暖 房 ） 区 単 独 補 助
（ 浄 化 槽 ）

本 体 工 事 費 計

（ 乗 用 エ レ ベ ー タ ー ）

仮 設 施 設 銀 行 借 入 （ 運 転 ）

解 体 撤 去 都 補 助 金 （ 土 地 ）

銀 行 借 入 ( 土 地 ）

設 計 監 理 費 福 祉 医 療機 構借 入金

※ 必要と認める経費の説明

　・本体、冷暖房、浄化槽、エレベーター、スプリンクラー

　  工事費の合計額(Ｃ)は必要と認める経費の算定の

　  合計額(Ｂ)と各実事業費の合計額(Ａ)とのいずれか

　  低い方の額とする。

　・上記以外の経費については、原則実事業費とする。

　・土地取得費については、50,000千円を限度とする。

土 地 取 得 費

当 初 運 転 資 金 等

上限 50,000 千円

機構融資対象外工事費

備 品 費

合 計

                  種　　　　　　　　　　別 単　　　　　価 人数 促進係数

合 計

人

必要と認める経費の算定

特別養護老人ホーム 人

利子補給対象額

人

人

人

施設

人

人

施設

人

人

人

C の 算 定

人

人

100

利子補給費対象額 利子補給額

土 地 土地取得分機構借入額と利子補給費対象上限額（50,000千円）を比べて低い方の額 千円

利子補給費対象
借入限度額

（１０万円未満切捨）

必要と認める経費の合計 Ｅ

建 物

建 物

土 地 土 地

内 訳

機構借入額 利 子 補 給 対 象額

利 子 補 給 期 間

建 物

民 老 民 老

ショートステイ

老人短期入所施設

デイサービスセンター

地域交流スペース
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４６．協調融資先からの融資（見込）証明書（写） 

  機構との協調融資を利用する場合、融資金額、償還期間、借入利率等を明記した融資（見込）証明

書の写しを提出すること（当該融資が協調融資であることを明記すること）。 
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F 社会福祉法人関係                         

５０．直近の指導検査結果通知書及び改善報告書 

(1) 既存法人（他道府県法人含む）は、都内で運営する特別養護老人ホーム及び法人本部に対する過

去３か年分の指導検査結果通知書及び改善報告書を提出すること。過去３か年で指導検査が行わ

れなかった施設及び法人本部については、直近のものを提出すること。 

(2) 都内で初めて特別養護老人ホームを開設する既存他道府県法人については、運営する特別養護老

人ホームに対する過去３か年分の指導検査結果通知書及び改善報告書を提出すること。 

(2) さらに、協議年度中に指導検査を受けた場合は、書類が整い次第、随時提出すること。 

 

５３．建物登記簿謄本 

(1) 全部事項証明書原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 福祉医療機構以外の抵当権等が設定されている場合は、所管庁の承認を証明する書類を添付する

こと。 

(3) 建物に所管庁の承認を受けていない抵当権等が登記されている場合は、協議を受け付けない。 

 

 

 



-60- 

Ｇ 見積書等                             

５４．工事事務費見積書 

(1) 複数の補助事業に係る工事を一括で契約する場合であったとしても、申請内容については、それ

ぞれ明確に分けること。 

(2) 工事事務費は、基本設計・実施設計・監理業務の内訳のある見積書とすること。 

(3) 工事事務費の補助対象は内示以降の契約（業務）であり、内示前に行う基本設計等の業務につい

ては補助対象とならないので、別契約とすること。また、基本設計等を含めて内示以降に契約す

る場合であっても、業務開始期間が内示前である場合は補助対象外とするので、注意すること。 

(4) 基本設計の契約を既に締結している場合は契約書の（写）を提出すること。 

 

５５．工事見積書 

(1) 複数の補助事業に係る工事を一括で契約する場合であったとしても、申請内容については、それ

ぞれ明確に分けること。 

(2) 工事見積書は、補助対象と対象外を区分し、工事内容が分かるように詳細に内訳を作成すること。 

(3) 補助対象工事と補助対象外工事を一本工事として発注する場合は、それぞれの合計が分かるよう

にし、諸経費率は同一にすること。 

(4) 補助対象工事の範囲は以下のとおり。 

○ 補助対象工事 

老朽化や施設の模様替に伴う既存施設の躯体工事に及ばない工事、土砂災害等に備えた施設の

一部改修等 

○ 補助対象外工事 

上記以外の工事（増築工事、老朽化を原因としない設備工事、外構工事、備品購入等） 

(5) 工事を発注する際の仕様書については、適用する工事標準仕様書を定めること。標準仕様書につ

いては、東京都建築工事標準仕様書、東京都機械設備工事標準仕様書、東京都電気設備工事標準

仕様書を使用すること。 

 

５６．備品見積書 

(1)「５５．工事見積書」に含めることができる設備は、施設整備と一体的に整備され、かつ固定され

るもの及び整備に当たり施設設計等に影響を及ぼす初度設備（例：大型冷蔵庫等厨房機器、洗濯

乾燥設備、非常通報装置等）である。 

(2) (1)以外の備品は、工事契約とは別契約とし、その見積書を提出すること。 
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Ｈ その他                                  

５７．今後２０年間の整備計画 

 

記入例

※補助金申請（受領）の有無に関わらず、すべてご記入ください。

実施予定年度 件　　　名 計画内容 備考（工事概算額など）

※分かる範囲でご記入ください

令和7年度 調理室改修工事 床の張り替え・排水溝改修 約２０，０００千円

令和13年度 空調設備改修工事
老朽化・機能効率低下による設
備の交換

約１００，０００千円

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

当該施設における今後20年間の整備（改修）計画
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①
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５８．社会福祉施設老朽度調査表（耐震改修及び大規模改修で審査中都から依頼があった場合に提出） 
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５９．社会福祉施設老朽度調査表（耐震改修及び大規模改修で審査中都から依頼があった場合に提出） 

 

 

 

 

 

 

 

各
部
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）
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損
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損
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耗
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汚
染

及
び
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耗
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あ

る
程

度
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ら
れ
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が
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機

能
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問
題

の
な
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も
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、

又
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極
く
小

規
模

の
補
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を

必
要
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す
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も

の
0
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0
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３
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耗

が
進

み
、

部
分

的
補

修
を

必
要

と
す

る
も

の
0
.7

0
.6

0
.5

４
　

相
当

部
分

で
損

耗
が

進
み

、
機

能
低

下
が

顕
著

で
あ

る
が

、
部

分
補

修
が

可
能

な
も

の
0
.5

0
.4

0
.3

５
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の
程

度
著
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全
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（
注

）
 1

こ
の

調
査

票
は

、
老

朽
施

設
と

認
め

ら
れ

る
建

物
ご

と
（
棟

別
）
に

作
成

す
る

こ
と

。

　
　

　
　

2
各

区
分

ご
と

の
種

類
欄

（
Ｎ

）
は

、
該

当
す

る
箇

所
を

○
で

囲
む

こ
と

。

　
　

　
　

3
各

部
現

存
率

欄
（
Ｋ

）
は

、
上

の
表

よ
り

該
当

す
る

内
容

項
目

を
選

定
し

、
老

朽
度

に
応

じ
た

係
数

を
選

択
す

る
こ

と
（
老

朽
度

が
大

き
い

も
の

ほ
ど

係
数

は
小

さ
い

。
）
。

ま
た

、
老

朽
の

具
体

的
な

状
況

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
　

4
外

力
条

件
は

、
ａ
、

ｂ
、

ｃ
の

各
分

類
ご

と
に

該
当

す
る

事
項

の
分

類
番

号
を

組
み

合
わ

せ
に

よ
り

付
表

か
ら

係
数

を
種

類
欄

（
Ｎ

）
及

び
各

部
現

存
率

欄
（
Ｋ

）
に

記
入

す
る

こ
と

。

な
お

、
外

力
条

件
の

地
盤

の
う

ち
「
軟

弱
」
と

は
、

腐
植

土
、

泥
土

、
沼

土
及

び
沼

土
等

を
埋

め
て

か
ら

３
０

年
に

満
た

な
い

と
こ

ろ
で

あ
り

、
「
や

や
軟

弱
」
と

は
、

軟
弱

地
盤

で
あ

る
が

、
埋

立
て

て
か

ら
３

０
年

経
過

し
た

も
の

又
は

地
質

的
な

原
因

で

普
通

地
盤

よ
り

軟
弱

な
も

の
で

あ
る

。

（
付

表
）

必
要

な
い

必
要

は
認

め
る

が
急

が
な

く
て

よ
い

で
き

る
だ

け
早

く
実

施
し

た
方

が
よ

い

至
急

実
施

す
べ

き
で

あ
る

※
率

（
外

力
条

件
分

類
番

号
ａ
ｂ
ｃ
）
下

記
（
付

表
）
に

よ
り

各
 部

 現
 存

 率
 Ｋ

 の
 値

（
仕

上
、

設
備

）
内

容

（
構

造
）
内

容

緊
急

を
要

す
る

特
に

緊
急

を
要

す
る

定
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